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第１章 はじめに 

 

１ 実施計画策定の趣旨 

沖縄県では、「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」で示された基本方向等を踏ま

え、本県の離島振興を図るための総合的計画であり、離島振興の目標、基本的課題、

基本方向と今後の振興方策等を明らかにするため、「次代を拓く持続可能な島づくり

計画 -新・沖縄２１世紀ビジョン離島振興計画- 」（以下「島づくり計画」という。）

を策定した。 

島づくり計画の施策展開に当たっては、国際社会全体の共通目標であり基本構想

「沖縄２１世紀ビジョン」で掲げた県民が望む５つの将来像にも重なるＳＤＧｓを取

り入れることで、社会・経済・環境の３つの側面が調和した持続可能な海洋島しょ圏

の形成を目指すこととしている。 

また、同計画においては、こうした本県の離島地域が目指すべき姿を指向しつつ、

沖縄県民はもとより、国民全体で離島地域を支える仕組みを構築することを念頭に、

ユニバーサルサービスを含む生活基盤の整備や離島の条件不利性の克服、多様な関係

人口を含む持続可能な離島コミュニティの形成を図るとともに、次代を拓くフロンテ

ィア施策により島の資源と魅力を生かした産業振興と地域経済の活性化を図るため、

離島の発展を支える人材の育成と確保、人・モノ・情報・平和・文化等の交流の促進、

生活基盤と産業の高度化等に関する各種取組を展開し、島々がそれぞれの個性と潜在

力を発揮する、活力と希望にあふれる地域社会を実現することを目標としている。 

今後は、これら島づくり計画で掲げた基本施策等を着実に推進することが重要であ

り、そのため、同計画を推進する活動計画として「次代を拓く持続可能な島づくり計

画 -新・沖縄２１世紀ビジョン離島振興計画- 【実施計画】」（以下「実施計画」と

いう。）を策定する。 

 

 

２ 実施計画の性格と役割 

実施計画は、島づくり計画で示した基本施策の方向性「持続可能な離島コミュニテ

ィの形成」と「次代を拓くフロンティア施策の展開」に沿って、沖縄県の具体的な取

組を明らかにするものである。 

関係市町村、住民、企業、団体、ＮＰＯなど離島振興に取り組む主体や多様なステ

ークホルダーの参画と協働を促すほか、施策展開の方向性や成果指標を掲げ、課題の

解決に向けた主な取組やその活動指標を設定することにより、成果指標を用いた施策

効果の検証や各施策に係る取組の進捗状況の確認などのＰＤＣＡサイクルを確立し、

島づくり計画の着実な推進を図るものとする。 
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３ 実施計画の期間 

実施計画は３年ごとに策定するものとし、最終計画の期間は４年とする。中期計画

の期間は、令和７年度から令和９年度までの３年間とする。 

 

基本計画 

 

次代を拓く持続可能な島づくり計画（島づくり計画） 

（令和４～13 年度） 

実施計画 

 

前期 

（令和４～６年度） 

 

 

中期 

（令和７～９年度） 

 

後期 

（令和 10～13 年度） 

 

 

４ 実施計画の構成 

実施計画では、島づくり計画の各章に係る取組等を記載する。 

 

        【実施計画】              【島づくり計画】 

第１章 はじめに 

実施計画の策定の趣旨、性格と役割など基本的

な考え方 

 

 

 

第１章 総説 

 

第２章 基本施策に係る取組 

島づくり計画第３章「基本施策」で示した「基

本施策」に関する「主要指標」、「成果指標」、

「具体的な取組及び活動指標」 

 

 

 
第３章 基本施策 

 

第３章 離島グループ別振興方策に係る取組 

島づくり計画第４章「離島グループ別振興方

策」で示した「主な施策の方向性」に関連する

主な取組 

 

 

 

 

第４章 離島グループ別振興方策 

 

第４章 圏域別振興方策に係る取組 

島づくり計画第５章「圏域別振興方策」で示し

た「振興の基本方針」に係る主な取組 

 

第５章 圏域別振興方策 

 

第５章 実施計画の推進 

島づくり計画の進捗管理や施策効果の検証等

の流れ 

 

 

 

第６章 計画の効果的な推進 
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【基本施策（７）】　 【施策項目（22）】
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ウ

エ

ア
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ウ

ア

イ

ウ

エ

ア

イ

ウ

エ

ア

イ

ウ

（１）

安全・安心と地域の将来を支える生活
環境の整備

（２）

ＵＪＩターンによる移住促進

離島を核とする交流の活性化と定住・関係人
口の創出に向けた取組

第２章　基本施策に係る取組

　この章では、島づくり計画第３章「基本施策」で示した14の「基本施策」、44の「施策項目」、95の「施策」
に係る具体的な取組を示す。

地域固有の魅力ある景観・風景づくりの推進

多様な主体による環境保全活動と環境教育

（７）

１. 持続可能な離島コミュニティの形成

生物多様性の保全・継承

（６）

住民の生活コストに係る負担軽減及び離
島を結び、支える安全・安心でシームレス
な交通体系の構築

高齢者・障害者等を支える福祉サービスの充
実とセーフティネットの拡充

自然環境や景観・風景の保全と継承

（３）

（４） 離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

社会生活における資源循環の推進と海洋ごみ
問題への対応

交通・生活コストに係る負担軽減

航路・航空路の維持及び港湾・空港の機能強
化

離島住民の暮らしを支えるシームレスな交通
体系の構築

（５）
教育・文化の振興及び地域を支える人材
の育成・確保

多様な主体の参画と連携による共助・共
創の地域づくり

移住促進、関係人口の創出・拡大と新し
い地域づくりの推進

離島留学の推進

公平な教育環境の確保とICT教育等の充実

生涯学習機会の充実

多様かつ個性豊かな島々の文化や生活様式
の継承・発展・普及

地域の安全・安心を支える人材の育成・確保

安全・安心・快適に暮らせる生活基盤の充実・
強化

島の実状と課題を踏まえた危機管理体制の構
築及び強化

地域づくり活動の推進ア

脱炭素社会の実現を担う島しょ型環境モデル
地域の形成

出産・子育て支援の充実及び支援を必要とす
る家庭等に応じた支援

医療提供体制の確保・充実

離島の特性を踏まえた健康寿命延伸に向けた
取組
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【基本施策（７）】　 【施策項目（22）】

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

ア

イ

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

ア

イ

ア

イ

ウ

エ

ア

イ

離島の産業を牽引する人材の育成・確保

デジタル化・オンライン化の促進

離島地域における雇用の確保・創出及び雇用
環境の改善

島の地域資源や伝統工芸を活用した魅力的な
特産品の開発支援

離島空港における航空・宇宙関連産業の展開
と航空関連産業クラスター形成に向けた取組
との連携

離島の立地特性を生かした新たな海洋産業の
創出

海洋環境の利活用によるブルーエコノミーの
展開

（６）
地域社会を支える雇用創出及び関連施
策の推進と多様な産業人材の育成・確保

イノベーションの創出及び販路の多角化による
収益力の強化

離島の特性を踏まえた多拠点・多業種型の働
き方に対する支援

UJIターンによる人材の確保

（７）
国内外との多元的交流を通じた新たな離
島地域の振興

離島地域間連携・協働の促進

国内外における観光・文化・経済等に係る多元
的交流の促進

（２）
離島の特性と実状を踏まえた農林水産
業の振興

亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基
盤整備

おきなわブランドの確立と生産振興

（５）
先進技術の活用による産業の活性化と
次世代型地域づくりの推進

離島における戦略的かつ先進的なビジネス展
開の促進

（４）
独自の資源・環境・ライフスタイル等を生
かした新産業の創出 離島の環境や特性を活用した島外企業等との

連携

島をフィールドとするベンチャー、スタートアップ
等の起業支援

（３）
離島を支える産業振興体制の構築と域
内経済循環の促進

離島産品の売上げ拡大

地産地消等の取組促進による域内経済循環
の促進

２.次代を拓くフロンティア施策の展開

（１） 持続可能で質の高い観光の推進
多彩かつ質の高い離島観光の推進

感染症等に係る水際対策の徹底

ICTによる新たな観光体験の創出促進
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１．持続可能な離島コミュニティの形成

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

  出典：総務省「国勢調査」（H2～R2）及び住民基本台帳（R6.1.1）を基に沖縄県企画部地域・離島課作成

基本施策の方向性

[人口]
2.5万人

[人口]
2.5万人

[人口]
2.4万人

[人口]
2.3万人
（2.2万人）
※Ｒ12年推計

[人口]
61.7万人

１ 持続可能な離島コミュニティの形成

主要指標名 基準値 現状値
R９年度
目標値

R13年度
目標値

全国の現状
（参考年）

【指標設定の考え方】
　今後、沖縄県全体が人口増から人口減の基調へ移行することが指摘される中、小・中規模離島の人口
検証や人口動態を可視化することが重要であることから、この指標を選定する。
　なお、人口及び生産年齢人口について、住民基本台帳人口（市町村単位）により検証を行うため、島単
位のデータを抽出することができない。そのため、一部離島市町村の離島（水納島、津堅島、久高島）及
び宮古島市の離島（池間島、大神島、来間島、伊良部島、下地島）を含まない数値を記載する。

【目標値設定の考え方】
　小・中規模離島の人口及び生産年齢人口の割合については、「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」の展
望値における推計値等をもとに、小・中規模離島町村の数値を算出し、目標値を設定している。

小・中規模離島の人口及び
生産年齢人口の割合

※目標値欄のカッコ書きは、
国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（令
和５年推計）」による推計人口及
び生産年齢人口の割合。

[生産年齢
人口割合]
54.4％

（R６年度）

[生産年齢
人口割合]
52.9％

[生産年齢
人口割合]
52.4％
（52.1％）
※Ｒ12年推計

[生産年齢
人口割合]
52.8％

（R２年度）

[生産年齢
人口割合]
55.6％

（R２年度）

3.1 3.0 3.0 3.0 2.8 2.7 2.5 2.5 2.4 2.3 

57.4 56.4 
57.7 58.8 59.3 59.2 

55.6 
54.4 

52.9 52.4 

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

H2 7 12 17 22 27 R2 6 9 13

小・中規模離島の人口及び生産年齢人口の割合

小規模離島人口 離島生産年齢人口割合

（年）

（％）（万人）

目標値
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１．持続可能な離島コミュニティの形成

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

※S52～R4までは各年10月から翌年９月までの増減数。目標値についてはR3年10月から各年９月までの増減数の累計を表す。

 出典：沖縄県企画部「人口移動報告年報」

離島地域人口社会増数

△70人
(令和２年10月

～
令和３年９月)

797人
(令和３年10月

～
令和５年９月
の累計)

増加
(令和３年10月

～
令和９年９月
の累計)

現状値
R９年度
目標値

R13年度
目標値

全国の現状
（参考年）

主要指標名 基準値

【指標設定の考え方】
　離島地域における交流人口の拡大、テレワークやワーケーション等による関係人口の創出が進めば、
島外からの移住が促進され、社会増につながることが期待できることから、この指標を選定する。
　なお、離島地域は、全区域が離島で構成される市町村を指す。

【目標値設定の考え方】
　人口の社会増減数（他地域からの人口流入や他地域への流出）については、進学、就職、転勤、住宅
事情、健康事情など様々な要因があり、年によって変動が大きいため、目標の数値設定は困難である。
よって、上記の目標値を設定する。

増加
(令和３年10月

～
令和13年9月
の累計)

△2,897人
(Ｒ２年度)

480

△ 1,952
△ 2,225

△ 474

156

△ 396

△ 923

△ 500

229

871

45

△ 70

11

786
増加

増加

△ 3,000

△ 2,500

△ 2,000

△ 1,500

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

S52 57 62 H4 9 14 19 24 29 30 R1 2 3 4 9 13

離島地域人口社会増数

（年）

（人）
目標値
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

課題

施策展開の方向性

基本施策の体系

【基本施策】

【施策項目】

協働が期待される主体と役割

ア　生物多様性の保全・継承

イ　地域固有の魅力ある景観・風景づくりの推進

ウ　多様な主体による環境保全活動と環境教育

期待される役割協働主体名

・世界自然遺産の次世代への継承に向けた理解
・自然保護地域の指定に対する理解
・新たな外来種の侵入防止への理解
・地域の景観資源及び歴史・文化資源の理解
・地域まちづくり活動への積極的な参加・協力
・赤土等流出防止への取組
・サンゴ礁保全への理解
・サンゴ礁保全活動への参加
・環境保全活動への参加
・環境美化活動の実践

基本施策

１－（１） 自然環境や景観・風景の保全と継承

・離島の自然環境や景観・風景は、県民はもとより、国民にとってもかけがえのない財産であり、また、
国土・地域の発展にとっても重要な資源である。

・美しい海岸等、世界に誇る本県離島の貴重かつ魅力ある自然環境や景観・風景を劣化させることな
く、将来にわたってその維持・保全を図り、次代に引き継いでいくことが求められる。

・今後の観光需要の高まりや社会資本整備等による様々な影響に配慮し、本県が有している世界に類
を見ない生物多様性の保全等に重点的に取り組むことが求められる。

・貴重な植物群や野生生物が生息する豊かな生態系、魅力に富んだ海浜環境、島独自の美しい景観
や風景等、島々のかけがえのない自然環境を保全し、次代に継承するため、生物多様性の保全、陸
域・水辺等の自然環境の適正利用、農山漁村地域が有する景観・風景等の多面的機能の維持・保全
に取り組む。

・環境容量を超える経済活動等によって失われた自然環境、景観・風景の再生に取り組むとともに、地
域活動の次代への着実な継承に向けた取組を支援する。

１－（１）　自然環境や景観・風景の保全と継承

県民
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

 成果指標（初期アウトカム）

：

・世界自然遺産登録地の自然環境の保全管理
・定着している外来種の駆除への参加
・地域まちづくり活動の継続的な実践
・赤土等流出防止への取組
・サンゴ礁保全活動（オニヒトデ駆除、植え付け等）の実施
・サンゴ礁保全の啓発活動の実施
・サンゴ礁保全に係る協議会等への参加
・陸域・水辺環境保全に向けた取組
・環境保全活動、環境教育の実施
・環境プログラムの普及・活用
・環境保全活動の実施
・環境美化活動の実践

ボランティア、NPO、
地域団体等

・世界自然遺産登録地の自然環境の保全管理
・外来種駆除に係る取組
・地域の景観特性の把握及び普及啓発
・地域特性を活かした景観計画の適切な運用
・赤土等流出防止活動の展開
・サンゴ礁保全の啓発活動の実施
・サンゴ礁保全に係る協議会等への参加
・環境教育の実施
・自然環境再生に向けた取組の実施
・住民等への生活環境の保全に関する意識啓発
・自然環境の適正利用に関する意識啓発
・環境美化の推進

・事業活動における良好な景観形成の実践
・地域まちづくり活動への積極的な参加・協力
・開発時における赤土等流出防止対策
・サンゴ礁保全活動への参加
・サンゴ礁保全に係る協議会等への参加
・環境に配慮した行動の実践
・自然環境再生にあたっての技術開発及び研究
・事業活動から発生する環境汚染防止への取組
・開発時における自然環境保全対策
・環境保全活動への参加
・環境美化活動の実践

事業者

市町村

【施策項目】
　１－（１）－ア

生物多様性の保全・継承

成果指標名 世界自然遺産登録の更新

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

沖縄島北部及び西表島の
世界自然遺産登録（令和

３年７月）
（※世界遺産委員会に登
録資産の保全状況等を６

年ごとに報告）

西表島の世界自然遺産登
録（R３年７月）

世界自然遺産登録の更新

令和15年度の遺産登録更新に
向け、遺産地域の保全と利用

の両立を図り、
貴重な自然環境を次世代へ継

承する取組を推進
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

児童生徒への啓発
（環境部　自然保護課）

県

世界自然遺産地域での環境教育の実施

小中学生を対象とした自然体験型環境学習の開催数（離島）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

県民や観光客への生物多様性
の保全やマナー・ルールの啓
発
（環境部　自然保護課）

県

県民や観光客への生物多様性の保全やマナー・ルールの啓発

ホームページによる情報発信（県全体）

実施 実施 実施

国、教育機関、研究機関等と連
携したモニタリング調査の実施
（環境部　自然保護課）

県

世界自然遺産登録地の保全状況の適切な把握及び評価

世界自然遺産地域モニタリング計画に基づくモニタリング調査の実
施数（離島）（調査項目）（累計）

西表11項目 西表11項目（22項目） 西表11項目（33項目）

R９

地域社会との協働による遺産
の管理体制の構築及び運営の
支援
（環境部　自然保護課）

県

地域部会の開催、行動計画の検証等

行動計画の検証・見直しを行うための会議の開催数（離島）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

②　希少野生動植物種や沖縄固有種の保護対策、外来生物対策の推進

【施策】 １－（１）－ア－① 世界自然遺産や自然公園の適正管理

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８

１－（１）－ア　　生物多様性の保全・継承

０地域
（R３年度）

０地域
（R３年度）

０地域
（離島）

２地域
（離島）

①　世界自然遺産や自然公園の適正管理

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名 重点対策種等の排除・根絶地域数
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

鳥獣保護区（海域を含むもの）
の指定
（環境部　自然保護課）

県

鳥獣保護区（海域を含むものに限る）の指定

指定地域数（県全体）（累計）

新規指定手続きに向
けた整理作業

２箇所 １箇所（３箇所）

サンゴ礁保全再生地域協議会
の設置
（環境部　自然保護課）

県

地域が主体となってサンゴ礁保全再生活動を実施する協議会の設
置

サンゴ礁保全再生地域協議会の設置地域（離島）（内訳）

新規地域設置に向け
た検討作業

１地域（継続１地域、
累計１地域）

１地域（継続１地域、
累計１地域）

自然公園施設の整備
（環境部　自然保護課）

県

自然公園の利用促進、県民の保健、休養、教化に資する休憩所や
公衆トイレ等の施設整備

自然公園施設整備に係る取組（県全体）

設計業務、関係機関
協議、施設整備

設計業務、関係機関
協議、施設整備

設計業務、関係機関
協議、施設整備

鳥獣保護区の指定
（環境部　自然保護課）

県

鳥獣保護区の新規指定及び更新、特別保護地区の新規指定及び
再指定

鳥獣保護区の新規指定、更新箇所数（県全体）（累計）

新規指定、更新手続
きに向けた整理作業

２箇所 １箇所（３箇所）

自然公園区域等の見直し（伊
良部県立自然公園）
（環境部　自然保護課）

県

自然公園の区域等について、自然的・社会的条件の変化に応じた
見直しの実施

伊良部県立自然公園区域等の見直し

地域の現況調査
関係機関調整、地元
説明等

変更計画原案作成、
意見照会等
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

外来種対策に係る普及啓発活
動の実施
（環境部　自然保護課）

県

普及啓発活動の実施

企画展示、講演会等、普及啓発活動の実施数（県全体）（累計）

５回 ５回（10回） ５回（15回）

飼い犬・飼い猫の野生化防止
対策
（環境部　自然保護課）

県

飼い犬・飼い猫の野生化防止対策

普及啓発イベントの開催数（離島）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

重点予防種のモニタリング実
施
（環境部　自然保護課）

県

重点予防種のモニタリング実施

重点予防種（ヒアリ等）のモニタリング実施地点数（離島）（内訳）

４地点（継続４地点） ４地点（継続４地点） ４地点（継続４地点）

重点対策種の防除実施
（環境部　自然保護課）

県

外来種の駆除及び侵入・定着防止対策の実施

防除実施重点対策種数（離島）（内訳）

８種（継続８種） ８種（継続８種） ８種（継続８種）

イリオモテヤマネコの交通事故
の防止
（環境部　自然保護課）
（土木建築部　道路管理課）

県

交通事故防止対策の取組の推進

モニタリング、検討会の開催、工法・候補地の検討（アンダーパスの
設置）

既存排水ボックスの
調査および改善

既存排水ボックスの
改善

既存排水ボックスの
改善

レッドデータおきなわの改訂
（環境部　自然保護課）

県

改訂作業（文献調査・現地調査、各種委員会の開催）の実施

現地調査の実施数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） －

指定希少野生動植物種のモニ
タング
（環境部　自然保護課）

県

モニタリングの実施、外来種による希少種への影響の確認

指定希少野生動植物種のモニタリング地点数（県全体）（累計）

30地点 30地点（60地点） 30地点（90地点）

【施策】 １－（１）－ア－②
希少野生動植物種や沖縄固有種の保護対策、
外来生物対策の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：

R13年度の目標値

164.5km
（R２年度）

32.7km
(R3年度)

35.4km
（離島）

37.4km
（離島）

成果指標名 無電柱化整備総延長

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

41回
（R３年度）

19回（R３年度）
29回

（離島）
36回

（離島）

68件
（R３年度）

-
128件

（県全体）
168件

（県全体）

【施策項目】
　１－（１）－イ

地域固有の魅力ある景観・風景づくりの推進

成果指標名 景観計画の策定・改定数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名 景観アセスメント数（累計）

生物多様性地域戦略事業（生
きものいっせい調査）
（環境部　自然保護課）

県

生物多様性の普及啓発

生きものいっせい調査の実施数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

生物多様性地域戦略事業（生
物多様性おきなわ戦略）
（環境部　自然保護課）

県

第二次生物多様性おきなわ戦略の推進

第二次生物多様性おきなわ戦略の見直し、普及啓発活動の実施数
（県全体）（累計）

第二次生物多様性お
きなわ戦略の見直し

１回 １回（２回）
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名

633団体
（R3年度）

－
680団体
（県全体）

700団体
（県全体）

緑化活動団体数

古民家の保全・継承に関する
情報提供
（土木建築部　住宅課）

県

技術者育成支援事業での周知活動

講習会の開催回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

無電柱化推進事業
（土木建築部　道路管理課）

県

県管理道路における無電柱化の推進

県管理道路の無電柱化整備総延長（離島）（累計）

0.5km（30.7km） 0.5km（31.2km） 0.5km（31.7km）

自然環境に配慮した海岸の整
備
（土木建築部　海岸防災課）

県

自然環境に配慮し地域の特性に応じた海岸保全施設の整備

整備延長（県全体）（累計）

0.2km 0.2km（0.4km） 0.2km（0.6km）

自然環境に配慮した河川の整
備
（土木建築部　河川課）

県

自然石等を用いた河川の整備

整備延長（県全体）（累計）

0.3km 0.3km（0.6km） 0.3km（0.9km）

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

１－（１）－イ　　地域固有の魅力ある景観・風景づくりの推進

①　多様な主体が連携した景観・風景づくりの推進

②　景観・風景づくりの機運醸成

【施策】 １－（１）－イ－① 多様な主体が連携した景観・風景づくりの推進
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

沖縄県景観評価委員会の開催回数（県全体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

沖縄らしい風景づくり支援事業
（公共事業における景観アセス
メントの推進）
（土木建築部　都市計画・モノ
レール課）

県

景観アセスメント（景観評価）システムの実施・改善

沖縄らしい風景づくり支援事業
（景観行政の推進）
（土木建築部　都市計画・モノ
レール課）

県
市町村

景観行政団体移行促進、景観計画策定等支援

景観まちづくりシンポジウム参加者数（県全体）（累計）

200人 200人（400人） 200人（600人）

【施策】 １－（１）－イ－② 景観・風景づくりの機運醸成

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

都市公園整備事業
（土木建築部　都市公園課）

県
市町村

都市公園の整備推進
(宮古島市・石垣市)

都市公園の供用面積（整備面積）（離島）

359.2ha 359.2ha 359.65ha

ふるさと農村活性化基金事業
（農林水産部　村づくり計画課）

県
市町村

農村環境の保全管理活動や地域イベント等への支援

ふるさと農村活性化基金事業支援地区数（県全体）（内訳）

17地区
17地区（新規3地区、
継続14地区、累計20
地区）

17地区（新規3地区、
継続14地区、累計23
地区）

沖縄フラワークリエイション事
業
（土木建築部　道路管理課）

県

観光地への主要アクセス道路等について、花と緑のある良好な空間
を創出し、道路景観の向上

草花等による緑化・重点管理路線数（離島）（内訳）

13路線（継続13路線） 13路線（継続13路線） 13路線（継続13路線）

全島緑化活動の推進
（環境部　環境再生課）

県
市町村
団体等

普及啓発イベント等の実施及び地域住民等が行う緑化活動の支援

緑化活動件数（県全体）（累計）

250件 250件（500件） 250件（750件）
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：

：

100％
（R２年度）

100%
（R３年度）

100%
（宮古圏域・八重山圏域）

100%
（宮古圏域・八重山圏域）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

R13年度の目標値

12％
（R３年度）

－

成果指標名 監視海域における赤土等年間流出量

100%
（県全体）

100%
（県全体）

【施策項目】
　１－（１）－ウ

多様な主体による環境保全活動と環境教育

成果指標名 土壌汚染対策法に基づく汚染土壌の適正処理率

沖縄県の現状
（基準値）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名 大気環境基準の達成率（光化学オキシダントを除く）

100％
（R２年度）

100%
（R３年度）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名 自然環境に配慮した河川整備率

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

16%
（県全体）

20%
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

104,529トン
（県全体）

－
141,172トン
（R３年度）

80,101トン
（県全体）
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

事業者の監視・指導
（環境部　環境保全課）

県

工場・事業場等の監視、指導

工場・事業場等の立入件数（離島）（累計）

10件（130件） 10件（140件） 10件（150件）

大気環境の常時監視
（環境部　環境保全課）

県

大気環境の常時監視測定及び測定機器の整備

測定局数（離島）（内訳）

２局（継続２局） ２局（継続２局） ２局（継続２局）

R８ R９

土壌汚染に関する情報や届出
等の収集・蓄積
（環境部　環境保全課）

県

土壌汚染対策法に基づく届出等の管理台帳の作成

土壌汚染対策法に基づく届出等の期限内の適正処理率（離島）

100% 100% 100%

①　多様な主体による環境保全活動の推進と横展開

②　環境保全の意欲の醸成と環境教育の推進

【施策】 １－（１）－ウ－① 多様な主体による環境保全活動の推進と横展開

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７

１－（１）－ウ　　多様な主体による環境保全活動と環境教育

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

66,600人
（県全体）

13,458人
（Ｒ４年度）

-
46,600人
（県全体）

成果指標名 環境啓発活動参加延べ人数

沖縄県の現状
（基準値）
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

赤土等流出防止営農対策促進
事業
（農林水産部　営農支援課）

県
市町村

農地における赤土等流出防止対策の実施

市町村（地域協議会）の活動支援数（離島）（内訳）

３カ所（継続３カ所） ３カ所（継続３カ所） ３カ所（継続３カ所）

赤土等流出防止活動促進事業
（環境部　環境保全課）

県

赤土等流出防止活動への支援

赤土等流出防止活動への支援団体数（県全体）（累計）

４団体 ４団体（８団体） －

赤土等流出防止対策推進事業
（環境部　環境保全課）

県

赤土等流出防止対策交流集会・講習会の開催

赤土等流出防止対策交流集会及び講習会の開催数（県全体）（累
計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

沖縄県自然環境再生指針の普
及啓発
（環境部　環境再生課）

県

沖縄県自然環境再生指針の普及啓発及び市町村への技術的支援

離島地域において自然環境再生事業に取り組む地域数（内訳）

２地域（継続２地域） ２地域（継続２地域） ２地域（継続２地域）

自然環境に配慮した河川の整
備
（土木建築部　河川課）
【再掲】

県

自然石等を用いた河川の整備

整備延長（県全体）（累計）

0.3km  0.3km（0.6km） 0.3km（0.9km）

自然環境に配慮した海岸の整
備
（土木建築部　海岸防災課）
【再掲】

県

自然環境に配慮し地域の特性に応じた海岸保全施設の整備

整備延長（県全体）（累計）

0.2km 0.2km（0.4km） 0.2km（0.6km）

悪臭防止法に基づく規制地域
の指定
（環境部　環境保全課）

県

悪臭防止法に基づく規制地域の指定

指定済町村数（県全体）（内訳）

12町村
（継続12町村）

12町村
（継続12町村）

12町村
（継続12町村）

自動車騒音の常時監視
（環境部　環境保全課）

県

自動車騒音の常時監視

道路区間数（県全体）（累計）

12区間 10区間（22区間） 10区間（32区間）
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

環境保全啓発事業（出前講座
等による環境保全活動の促
進）
（環境部　環境再生課）

県

沖縄県地域環境センターによる環境保全普及啓発活動の実施

出前講座等の活動回数（県全体）（累計）

72回 74回（146回） 76回（222回）

自然環境の保全利用協定締結
推進事業
（環境部　自然保護課）

県

協定の締結支援、勉強会・制度説明会の開催

保全利用協定新規締結地区数（県全体）（累計）

１地区 １地区（２地区） １地区（３地区）

環境保全啓発事業（環境ボラ
ンティアマッチングの促進）
（環境部　環境再生課）

県

地域課題ニーズとボランティアのマッチングに係る実施状況を踏ま
えた環境ボランティアセンターの設置の検討

ボランティアマッチングの実施件数（県全体）（累計）

20件 25件（45件） 30件（75件）

生物多様性に係る情報公開の
促進
（環境部　自然保護課）

県

生物多様性保全利用指針ＯＫＩＮＡＷＡやレッドデータおきなわ等の
情報の公開及びデータの更新

情報の公開及びデータの更新数（県全体）（累計）

１回 1回（２回） 1回（３回）

【施策】 １－（１）－ウ－② 環境保全の意欲の醸成と環境教育の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

多面的機能支払交付金事業
（農林水産部　村づくり計画課）

県

多面的機能の維持、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を
図る活動への支援

多面的機能保全活動取組面積（県全体）（内訳）

21,850ha
21,876ha（新規26ha、
継続21,850ha、累計
21,876ha）

21,902ha（新規26ha、
継続21,876ha、累計
21,902ha）

赤土等流出防止対策検証事業
（環境部　環境保全課）

県

対策状況の把握・赤土等堆積状況等モニタリングよる成果検証

対策状況の把握・赤土等堆積状況等モニタリング地域数（離島）（内
訳）

13海域（継続13海域） 13海域（継続13海域） 13海域（継続13海域）

水質保全対策事業（耕土流出
防止型）
（農林水産部　農地農村整備
課）

県
市町村

承排水路、沈砂池、浸透池等の流出水対策、農地の勾配修正、グ
リーンベルト、畑面植生等の発生源対策

対策地区数（離島）（内訳）

５地区（新規１地区、
継続４地区、累計５地
区）

６地区（新規１地区、
継続５地区、累計６地
区）

６地区（新規１地区、
継続５地区、累計６地
区）
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基本施策１－（１）自然環境や景観・風景の保全と継承

児童生徒への啓発
（環境部　自然保護課）
【再掲】

県

世界自然遺産地域での環境教育の実施

小中学生を対象とした自然体験型環境学習の開催数（離島）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

県民参加型外来種防除の実施
（環境部　自然保護課）

県

ツルヒヨドリ等外来種防除イベントの実施

外来種防除イベントの実施回数（県全体）（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

ちゅら島環境美化促進事業（普
及啓発）
（環境部　環境整備課）

県

環境美化に関する県民意識向上のための普及啓発活動等の実施

環境美化に関する啓発活動の実施数（県全体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

課題

施策展開の方向性

基本施策

１－（２） 安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

・良好な生活環境を確保するため、廃棄物の排出抑制や減量化、リサイクルの推進による資源循環、
再生可能エネルギー等の導入促進が求められる。また、広域化による廃棄物処理コストの低減や小規
模水道事業の運営基盤強化、安定的なエネルギー供給体制の確保に取り組み、生活環境の向上と住
民負担の軽減を図る必要がある。

・また、社会環境の変化に対応する次世代の情報通信基盤の整備や、安全・安心・快適に暮らせる生
活基盤の充実を図るとともに、既存インフラの老朽化への対応や耐震化等が求められる。

・住宅については、多様なニーズやターゲットを十分に考慮し、新たな離島振興を支える住宅の整備・供
給等を促進することが求められる。

・都市公園については、地域特性や社会環境の変化を踏まえ、目的を明確化した上で、整備や更新に
取り組むことが必要となる。

・異常気象や台風、津波等の自然災害のリスクに対応するため、防災体制の強化を図る必要がある。

・環境への配慮については、小規模だからこそ挑戦できる先行モデル地域として、脱炭素社会の実現に
向けた取組が必要となるとともに、海洋ごみの問題に直面している市町村や民間団体、住民等に対して
有効な支援を講じることが求められる。

・水道サービスについては、安全・安心な飲料水の提供を含む水道水の安定的供給を図るとともに、地
下水の保全と安全性の確保、水源かん養に努める。また、水道水の安定供給と住民負担の軽減を図る
ため、引き続き水道事業の広域化を促進するとともに、計画的な施設管理に努める。

・下水道については、点検・修繕等による長寿命化対策や効率的かつ計画的な更新・耐震化等に取り
組み、下水道施設の強靭化を図る。

・廃棄物処理については、「処理能力の限界」、「高コスト構造」、「環境負荷への脆弱性」を考慮した、あ
わせ処理及び広域的処理による効率的な廃棄物処理体制の構築を進める。

・災害発生時の防災拠点となる学校や庁舎、公民館等の公共施設の耐震改修等を進めるとともに、橋
梁や海底送水管等インフラ施設の計画的な更新や耐震補強等による長寿命化の取組を進める。

・情報通信基盤の整備については、災害等非常時における安全確保はもとより、ICTの活用による教育
や医療サービスの充実、デジタル化及びDX による行政サービスの向上、テレワークの普及拡大等、離
島地域の不利性を軽減するため、５ＧやBeyond５Ｇなど、次世代の情報通信基盤の整備に取り組む。

・居住環境の整備に関しては、公営住宅、空き家等のリノベーションや移住定住促進住宅、ワーケー
ション等の新たなニーズに対応する賃貸住宅やオンデマンド型住宅等、生活基盤の向上を図る基盤整
備や新たな住宅の整備・供給等の取組を促進する。

・住民の要望や治安上の不安、離島の特殊性等も踏まえた警察施設等の整備を進めるとともに、都市
公園については、地域特性や社会環境の変化に応じた整備更新の取組を進める。

・地球温暖化を含む気候変動に伴う異常気象や増大する台風、津波等の自然災害については、危機管
理体制の構築や島民の防災意識の向上及び防災教育の推進、緊急輸送機能を持つ施設の整備、防
災活動、救出訓練、災害発生時における移動、物資輸送の確保等、被害の回避・最小化及び早期回復
を目的とする各種取組を進める。
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

基本施策の体系

【基本施策】

【施策項目】

協働が期待される主体と役割

・離島住民の負担を県民全体で分かち合い、離島の発展を支えていく取組への理
解と協力
・雨水等の未利用水の有効活用
・下水道への接続
・浄化槽の適正管理
・情報通信基盤の積極的な利活用
・道路美化、都市公園の管理活動への参加・協力
・防災意識の向上（防災情報の入手先や避難場所の確認等）
・自主防災組織、消防団等への参画・協力
・住宅の省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入
・次世代自動車への転換やエコドライブの実践
・省エネ家電の導入や節電・節水等の省エネ行動の実践
・廃棄物３Ｒの実践
・県産リサイクル品の積極的な利用

県民

・環境美化活動の実践
・次世代自動車の普及に向けた啓発活動

ボランティア、NPO、
地域団体等

事業者

・浄化槽の適正管理
・情報通信基盤整備の推進
・省エネ機器の導入や節電・節水等の省エネ行動の実践
・事務所や工場等の省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入
・３Ｒの実践
・リサイクル品の製造・販売
・プラスチック資源循環法に基づくプラスチック使用製品の排出抑制、再資源化等
の取組
・産業廃棄物、事業系一般廃棄物の適正処理

ア　安全・安心・快適に暮らせる生活基盤の充実・強化

イ　島の実情と課題を踏まえた危機管理体制の構築及び強化

ウ　脱炭素社会の実現を担う島しょ型環境モデル地域の形成

エ　社会生活における資源循環の推進と海洋ごみ問題への対応

協働主体名 期待される役割

１－（２）　安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

・再生可能エネルギーの普及促進、スマートコミュニティモデルの構築、省エネルギー化の徹底等、世
界の島しょ地域を先導する環境モデル地域の形成を目指すとともに、環境負荷の軽減と持続可能な循
環型社会の構築に向けて、太陽光発電、バイオマス発電、風力発電等の再生可能エネルギーの導入
拡大や天然ガスへの転換のほか、省エネルギー化を推進する。

・廃棄物の排出抑制や減量化、適切な汚水処理、リサイクル等を推進するとともに、脱プラスチックを目
指した取組、安全で美しい海洋や海浜の環境等を守る各種の取組を推進する。

・海洋ごみについては、危険・有害な海岸漂着物の実態把握を進めるとともに、その適正処理を含む対
策を強化する。
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

成果指標名 基幹管路の耐震適合率

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

特定事業場排水基準の達成率（検査時）

市町村

国

・海洋再生可能エネルギーに係る税制優遇措置や補助等
・電気の安定的かつ適正な供給の確保に向けた税制優遇措置や補助等
・気候変動適応計画の策定及び推進、適応策に係る普及啓発
・次世代自動車への率先的転換及び普及に向けた啓発活動

・下水道の整備・強靭化、適切な維持管理、接続の促進
・合併処理浄化槽の普及、汚水・浄化槽汚泥等処理体制の確保
・ごみ処理体制の確保
・情報通信基盤整備の推進
・空き家利活用に向けた具体的な取組の推進
・地域防災計画や国土強靱化地域計画に基づく防災対策への取組及び計画の不
断の見直し
・ハザードマップの作成、避難場所や避難ルートの確保、住民への周知
・消防力の強化に向けた取組
・地域の安全・安心に対する活動への支援
・災害廃棄物処理計画の整備
・気候変動適応計画の策定及び推進、適応策に係る普及啓発
・次世代自動車への率先的転換及び普及に向けた啓発活動
・県産リサイクル品の積極的な利用
・廃棄物３Ｒの推進
・プラスチック資源循環法に基づくプラスチック使用製品の分別収集・再商品化の
推進
・海洋ごみの処分への協力

75％
（R3年度）

－
95％

（県全体）
95％

（県全体）

41.6％
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名

【施策項目】
　１－（２）－ア

安全・安心・快適に暮らせる生活基盤の充実・強化

R13年度の目標値

30.4％
（R3年度）

30.4％
(R３年度)

37.4％
（県全体）
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

：

：

：

：

：

R13年度の目標値

成果指標名 社会基盤等の個別施設計画更新数（累計）

３計画
（R３年度）

－
11計画

（県全体）

成果指標名 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

99.6％
（R３年度）

97.2％
（R3年度）

100％
（離島）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

成果指標名 汚水処理人口普及率（離島）

14計画
（県全体）

83.4％
（離島）

91.6％
（離島）

R13年度の目標値

広域的処理を行う市町村
数 26

あわせ処理を行う市町村
数4

（R３年度）

広域的処理を行う市町村
数（離島） ２

あわせ処理を行う市町村
数（離島） ０
　（R２年度）

広域的処理を行う市町村
数（離島） ２

あわせ処理を行う市町村
数（離島）７

広域的処理を行う市町村数
（離島） ９

あわせ処理を行う市町村数
（離島） 15

離島における広域的処理を行う市町村数及びあわせ処理を行う市町村
数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

100％
（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

沖縄県の現状
（基準値）

成果指標名

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

９村
（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

87.1％
（R３年度）

57.9％
（R3年度）

成果指標名 水道広域化実施市町村数（累計）

－
４村

（R３年度）
９村

（離島）

-23-



基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

：

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

１－（２）－ア　　安全・安心・快適に暮らせる生活基盤の充実・強化

⑦　情報通信技術を利活用できる環境整備

④　下水道施設の強靭化

⑤　広域的な廃棄物処理体制の構築及びコスト低減

⑥　既存インフラの耐震改修、更新及び長寿命化対策

1545.46ha
（R３年度）

359.20ha
（R３年度）

（宮古島市・石垣市）

359.65ha
（宮古島市・石垣市）

359.95ha
（宮古島市・石垣市）

30,132戸
（R２年度）

4,637戸
（R３年度）

4,724戸
（離島）

4,724戸
（離島）

①　水の安定供給に向けた取組

②　地下水の保全・利用推進

③　水道事業の広域化

成果指標名 都市公園の供用面積

⑧　地域の実情に即した生活基盤強化に向けた取組

⑨　警察施設等の整備

⑩　地域特性や社会環境の変化に応じた都市公園の整備

成果指標名 公営住宅管理戸数（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

リーフレット等の配布部数（県全体）（累計）

18,900部 18,900部（37,800部） 18,900部（56,700部）

水を大切に使う社会を実現するため、県民及び小学生へ地下水の
有効利用等に関する普及啓発資料を配布

水質汚濁防止法に基づく事業
場等の監視・指導
（環境部　環境保全課）

県

水質汚濁防止法に基づく事業場等の監視・指導（事業者に対する改
善指導及び事業場等への立入検査の実施）

水質汚濁防止法に係る特定事業場等への立入検査数（県全体）（累
計）

100地点（400地点）
（県全体）

100地点（500地点）
（県全体）

100地点（600地点）
（県全体）

R８ R９

公共用水域及び地下水の水質
調査
（環境部　環境保全課）

県

公共用水域及び地下水の水質調査

調査地点数（県全体）（累計）

100地点（400地点）
（県全体）

100地点（500地点）
（県全体）

100地点（600地点）
（県全体）

R７

地下水等の有効利用の促進
（企画部　地域・離島課）

県

【施策】 水の安定供給に向けた取組

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

年度別計画

１－（２）－ア－② 地下水の保全・利用推進

１－（２）－ア－①

市町村

導水管や送水管など基幹管路と呼ばれる水道管の計画的な整備の
推進

上水道の基幹管路耐震適合率（県全体）

28.1%

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

29.2% 30.2%

【施策】

水道施設整備事業
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

浄化槽管理対策事業
（環境部　環境整備課）

県

合併処理浄化槽の適正な維持管理に関する指導・普及啓発活動等
の実施

浄化槽に関する普及啓発活動の実施数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

漁村整備事業（漁業集落環境
整備事業）
（農林水産部　漁港漁場課）

市町村

漁業集落排水施設の長寿命化及び予防保全対策

整備数（改築・機能保全工事）（離島）（内訳）

調査・検討 １地区（新規１地区） １地区（継続１地区）

農業集落排水施設等の整備支援

整備地区数（離島）（内訳）

５地区
６地区（新規１地区、
継続５地区、累計６地
区）

７地区（新規１地区、
継続６地区、累計７地
区）

下水道事業（離島）
（土木建築部　下水道課）

市町村

離島において、地域性を考慮した下水道整備を推進

下水道整備進捗率（離島）

40.84% 40.90% 40.96%

【施策】 １－（２）－ア－④ 下水道施設の強靭化

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

水道基盤強化推進事業
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）

県
市町村

水道用水供給対象を拡大する企業局への補助

企業局が遠方監視装置を整備する市町村数（離島）（累計）

- １村 -（１村）

水道広域化施設の整備
（企業局　経営計画課）

県

企業局が管理する水道広域化施設の整備・更新・耐震化

水道広域化施設の整備完了市町村数（離島）（累計）

１村 ３村（４村） １村（５村）

【施策】 １－（２）－ア－③ 水道事業の広域化

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

農業集落における汚水処理施
設の整備（離島）
（農林水産部　農地農村整備
課）

市町村
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

海岸保全施設の長寿命化計画
策定
（土木建築部　海岸防災課）

県

海岸保全施設の点検結果に基づく長寿命化計画策定

長寿命化計画策定地区数（県全体）（累計）

20地区 - -

県営住宅の長寿命化対策
（土木建築部　住宅課）

県

「沖縄県公営住宅等長寿命化計画」に基づく県営住宅の建替等の
推進

県営住宅の耐震化率（離島）

100% 100% 100%

道路施設長寿命化修繕事業
（県道等）
（土木建築部　道路管理課）

県

道路施設の定期点検・修繕・耐震補強・更新

定期点検・修繕・耐震補強・更新箇所数（県全体）（内訳）

10箇所（継続10箇
所）

10箇所（継続10箇
所）

10箇所（継続10箇
所）

【施策】 １－（２）－ア－⑥ 既存インフラの耐震改修、更新及び長寿命化対策

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

補助制度の活用促進
（環境部　環境整備課）

県

廃棄物の海上輸送の負担軽減につながる制度に関する市町村の
理解の促進

市町村説明会等開催数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

ごみ処理の広域化とあわせ処
理の促進
（環境部　環境整備課）

県

ごみ処理広域化とあわせ処理に関する市町村の理解の促進

市町村説明会等開催数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

【施策】 １－（２）－ア－⑤ 広域的な廃棄物処理体制の構築及びコスト低減

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

下水道事業（浸水対策（離島））
（土木建築部　下水道課）

市町村

離島における安全性の確保を図るため、浸水対策を推進

浸水対策整備面積（離島）（累計）

22.7ha 4.5ha(27.2ha) 4.5ha(31.7ha)
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

高等学校施設整備事業
（教育庁　施設課）

県

老朽化した高等学校施設の改築を推進、改築の際にトイレの洋式
化やバリアフリー化を併せて実施

改築面積（累計）（県全域で算出）

2,843㎡ 4,552㎡（7,395㎡） 4,584㎡（11,979㎡）

公立小中学校施設整備事業
（教育庁　施設課）

県
市町村

設置主体の市町村と連携して旧耐震基準で建設された老朽校舎の
解消及び施設環境の向上への取組

危険建物の改築実施率（県全域で算出）

99.6% 99.8% 100.0%

緊急輸送機能を持つ港湾施設
の整備
（土木建築部　港湾課）

国
港湾管理者

地震・津波や高潮・高波等の災害に対応した港湾施設の整備

耐震強化岸壁の整備（離島）

３港(継続３港)
４港(新規１港、継続３
港)

４港(継続４港)

橋梁長寿命化修繕事業（県道
等）
（土木建築部　道路管理課）

県

離島橋梁の定期点検・修繕・耐震補強・更新の実施

定期点検・修繕・耐震補強・更新箇所数（内訳）

４箇所（継続４箇所） ４箇所（継続４箇所） ４箇所（継続４箇所）

県 離島空港施設の耐震化取組数（内訳）

７空港（新規１空港、
継続６空港）

９空港（新規２空港、
継続７空港）

11空港（新規２空港、
継続９空港）

離島空港の耐震設計（R７年度）、離島空港耐震設計、工事（R８、R
９年度）

治水施設（ダム）の機能維持
（土木建築部　河川課）

県

長寿命化計画に基づく治水施設（ダム）の効率的かつ効果的な維
持・修繕

維持・修繕施設数（離島）（内訳）

４ダム ４ダム（継続４ダム） ４ダム（継続４ダム）

港湾施設長寿命化事業
（土木建築部　港湾課）

県

港湾施設の計画的な長寿命化対策、港湾利用者の安全確保

港湾長寿命化対策新規着手数（県全体）（累計）

10施設 10施設（20施設） 10施設（30施設）

離島空港施設における耐震化
対策等の推進
（土木建築部　空港課）
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

５G基地局設置支援のための
県公有財産活用ワンストップ窓
口
（企画部　情報基盤整備課）

県

離島や過疎地域を含む県内への５Ｇ等基地局設置が促進されるよ
う、電気通信事業者と県公有財産所管課とのマッチングを行うワン
ストップ窓口を運営

電気通信事業者に仲介した公有財産数（県全体）（累計）

３箇所 ３箇所（６箇所） ３箇所（９箇所）

ラジオ中継局強靱化支援事業
（企画部　情報基盤整備課）

県
市町村

ラジオ中継局の更新・強靱化支援

更新・強靱化実施地区数（離島）（内訳）

１地区 １地区（継続１地区） １地区（継続１地区）

テレビ放送運営事業
（企画部　情報基盤整備課）

県

テレビ中継局の放送設備等の更新・整備

県有テレビ中継局の更新・長寿命化の進捗率（個別施設計画（中長
期計画（R３～12））の進捗率）

88% 99% 99%

超高速ブロードバンド環境整備
促進事業
（企画部　情報基盤整備課）

県
民間通信事

業者
市町村

小規模離島の陸上光ファイバ網の整備

整備進捗率

方針決定 ２地区（着手） ２地区（完了）

大東地区情報通信基盤整備推
進事業
（企画部　情報基盤整備課）

県

南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブルの整備

整備進捗率

整備工事100％ - -

【施策】 １－（２）－ア－⑦ 情報通信技術を利活用できる環境整備

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

警察基盤整備事業（施設等の
整備）
（県警本部　会計課　警務課）

県

警察基盤強化のための施設整備、各種装備資機材等の整備

警察庁舎整備（警察署、交番、駐在所）（離島）

１施設 １施設 １施設

【施策】 １－（２）－ア－⑨ 警察施設等の整備

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

海底ケーブル新設・更新の促
進
（商工労働部　産業政策課）

事業者
県

海底ケーブル新設・更新

海底ケーブル新設・更新の促進に係る事業者との協議回数（県全
体）（累計）

１回 １回（２回）  １回（３回）

土地区画整理事業（離島）
（土木建築部　都市計画・モノ
レール課）

市町村、組
合等

土地区画整理事業の促進

土地区画整理事業により整備された宅地面積（離島）（累計）

２ha（44ha） ４ha（48ha） ３ha（51ha）

沖縄県移住受入協議会の開催
（企画部　地域・離島課）

県
市町村

離島過疎地域における空き家活用等の優良事例などの共有

沖縄県移住受入協議会開催数（県全体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

空き家の適切な管理（離島）
（土木建築部　住宅課）

県
市町村

空き家の適切な管理の促進

県内市町村（離島）における空き家対策計画の策定率

47.30% 53.30% 60.00%

公営住宅整備事業（離島）
（土木建築部　住宅課）

県
市町村

公営住宅整備事業

公営住宅着工戸数（離島）（内訳）

132戸（県：64戸・市町
村：68戸）

139戸（県：新規123
戸、累計187戸・市町
村：新規16戸、累計84
戸）

57戸（県：新規49戸、
累計236戸・市町村：
新規８戸、累計92戸）

【施策】 １－（２）－ア－⑧ 地域の実情に即した生活基盤強化に向けた取組

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

-30-



基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

都市公園整備事業
（土木建築部　都市公園課）
【再掲】

県
市町村

都市公園の整備推進(宮古島市・石垣市)

都市公園の供用面積（整備面積）（離島）

359.2ha 359.2ha 359.65ha

【施策】 １－（２）－ア－⑩ 地域特性や社会環境の変化に応じた都市公園の整備

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

交通安全対策・飲酒運転根絶
対策事業（交通安全運動）
（生活福祉部　生活安全安心
課）

県

交通安全対策・飲酒運転根絶対策の推進

交通安全運動の実施回数（県全体）（累計）

４回 ４回（８回） ４回（12回）

交通安全施設の整備
（土木建築部　道路管理課）

県

交通安全施設の整備

事故危険箇所における交通安全施設の整備（県全体）（内訳）

５管内 ５管内（継続５管内）  ５管内（継続５管内）

交通安全施設等整備事業
（県警本部　交通規制課）

県

交通の安全と円滑を図るため、交通安全施設等の整備を推進

交通信号制御機の更新数（離島）

３基 16基 ８基
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

②　自助・共助・公助による地域防災力の向上

③　災害時の避難誘導体制の構築

④　緊急時における輸送機能及び避難地等の確保

成果指標名 防災拠点となる公共施設等の耐震化率

１－（２）－イ　　島の実情と課題を踏まえた危機管理体制の構築及び強化

①　危機事象に対応する危機管理体制の構築

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

【施策項目】
　１－（２）－イ

島の実情と課題を踏まえた危機管理体制の構築及び強化

成果指標名 国土強靱化地域計画の策定・改定率

成果指標名 自主防災組織率

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

94.3％
（R3年度）

－
96.6％

（県全体）
98.6％

（県全体）

37.2％
（R３年度）

39.2％
（R３年度）

65％
（県全体）

85％
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

策定率 38％
改定率 ２％
（R３年度）

－
策定率 100％
改定率 65％

（県全体）

策定率 100％
改定率 100％

（県全体）
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

災害廃棄物処理計画フォロー
アップ事業
（環境部　環境整備課）

県

市町村災害廃棄物処理計画策定支援のための研修（図上演習含
む）の実施

沖縄県災害廃棄物処理研修会（図上演習含む）の実施回数（県全
体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

観光客への海の安全な利用に
係る周知・啓発等
（文化観光スポーツ部　観光振
興課）

県

観光客への海の安全な利用に係る周知・啓発等

ポータルサイト閲覧件数（県全体）（累計）

1,000件 1,000件（2,000件） 1,000件（3,000件）

ICTを活用した関係機関との連
携体制構築
（文化観光スポーツ部　観光政
策課）

県
市町村

観光関連団
体

県・市町村の情報共有のためのコミュニケーションツールの導入

コミュニケーションツールへの参加市町村割合

70% 85% 100%

観光関連団体との観光危機管
理・対応に関する訓練の実施
（文化観光スポーツ部　観光振
興課）

県
観光関連団

体

観光関連団体との協定締結、観光関連団体へのセミナー等の開
催、観光危機管理対応訓練の実施

観光関連団体との図上訓練の実施回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

市町村における観光危機管理
計画策定支援
（文化観光スポーツ部　観光振
興課）

県
市町村

観光危機管理計画の策定に向けた市町村勉強会の開催、観光危
機管理対応訓練の実施

観光危機管理計画策定市町村数（県全体）（累計）

３市町村 ５市町村（８市町村） ５市町村（13市町村）

支援機関向けの事業継続力強
化支援計画の策定支援
（商工労働部　中小企業支援
課）

国
県

関係機関等

商工会等が策定する事業継続力強化支援計画の県による認定の
実施

事業継続力強化支援計画の認定を受けた商工会等の数（離島）（累
計）

０件 ０件（０件） ２件（２件）

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

【施策】 １－（２）－イ－① 危機事象に対応する危機管理体制の構築
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

市町村地域防災計画への要配
慮者利用施設の位置付けに係
る技術的助言等
（土木建築部　海岸防災課）

県
市町村

浸水想定区域、土砂災害計画区域等に立地する要配慮者利用施
設の市町村地域防災計画への位置付けに係る技術的助言等

地域防災計画に要配慮者利用施設を位置付けた市町村数（県全
体）（累計）

１市町村 １市町村（２市町村） １市町村（３市町村）

土砂災害特別警戒区域の指定
（土木建築部　海岸防災課）

県
市町村

土砂災害防止法に基づく土砂災害特別警戒区域の指定・告示

土砂災害特別警戒区域指定の市町村数（県全体）（累計）

１市町村 １市町村（２市町村） １市町村（３市町村）

高潮浸水想定の実施
（土木建築部　海岸防災課）

県

水防法に基づく高潮浸水想定区域の指定・公表

高潮浸水想定区域図の公表（県全体）（R7）
高潮浸水想定区域指定の市町村数（累計）（県全体）（R8、R9）

公表 19市町村 19市町村（38市町村）

洪水浸水想定の実施
（土木建築部　河川課）

県

水防法に基づく洪水浸水想定区域の指定・公表

洪水浸水想定区域を指定した河川（県全体）（累計）

18河川 15河川（33河川） -

大規模災害対応力強化
（知事公室　消防防災対策課）

県
市町村

大規模災害への対応力を強化するため、災害時の防災関係機関の
応急対策に関する検証・確認と住民の防災意識の高揚を図るため
の防災訓練を実施

大規模災害を想定した訓練の実施回数（県全体）（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

消防職員及び消防団員の増
員・資質向上
（知事公室　消防防災対策課）

県
市町村

市町村に対する消防職員の適正数確保の働きかけ及び市町村と連
携した消防団員の充実強化を図るための取り組み、消防学校等で
の教育訓練

消防学校消防団員教育修了者数（離島）（累計）

10名 10名（20名） 10名（30名）

地域防災リーダー育成・普及
啓発事業
（知事公室　消防防災対策課）

県
市町村

自主防災組織あるいは自主防災組織結成の意志がある自治会等
のリーダーに対し、研修会や講演会を実施

自主防災組織リーダー研修の参加人数（県全体）（累計）

50人 50人（100人） 50人（150人）

【施策】
１－（２）－イ－②
１－（２）－イ－③

自助・共助・公助による地域防災力の向上
災害時の避難誘導体制の構築

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

災害時要配慮者支援事業
（生活福祉部　福祉政策課）

県

福祉避難所の指定促進

福祉避難所設置等に関する講習会の開催（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

指定避難所における物資備蓄
の推進
（生活福祉部　生活安全安心
課）

国
県

市町村

指定避難所における物資の備蓄

指定避難所における備蓄物資に関する講習会の開催（県全体）（累
計）

１回 １回（２回） １回（３回）

災害防除（道路）
（土木建築部　道路管理課）

県

道路法面等の定期点検・対策

定期点検・対策実施箇所数（県全体）（累計）

15箇所 15箇所（30箇所） 15箇所（45箇所）

県 離島空港施設の耐震化取組数（内訳）

７空港（新規１空港、
継続６空港）

９空港（新規２空港、
継続７空港）

11空港（新規２空港、
継続９空港）

離島空港の耐震設計（R７年度）、離島空港耐震設計、工事（R８、R
９年度）

無電柱化推進事業（緊急輸送
道路）
（土木建築部　道路管理課）

国
県

市町村

緊急輸送道路における無電柱化の推進

緊急輸送道路（第１・２次）における無電柱化整備延長（県全体）（累
計）

2.4km（119.6km） 2.4km（122.0km） 2.4km（124.4km）

【施策】 １－（２）－イ－④ 緊急時における輸送機能及び避難地等の確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

災害時における関係機関との
連携強化
（知事公室　消防防災対策課）

国
県

市町村
民間事業者

等

大規模災害発生時の応急・復旧活動に備え、関係機関との間で連
携強化を図るための人的・物的支援等に係る災害時応援協定の締
結

県と国、市町村、民間事業者等の間で締結する災害時応援協定数
（県全体）（累計）

３件 ３件（６件） ３件（９件）

消防防災ヘリ導入推進事業
（知事公室　消防防災対策課）

県
市町村

消防防災ヘリの運用要綱や市町村負担等の検討及びヘリ機体やヘ
リ基地の発注等

沖縄県消防防災ヘリコプター導入推進協議会ワーキンググループ
開催回数（県全体）（累計）

８回 ８回（16回） －

離島空港施設における耐震化
対策等の推進
（土木建築部　空港課）
【再掲】
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 成果指標（初期アウトカム）

：

防風・防潮林の整備（離島）
（農林水産部　森林管理課）

県

防風・防潮林の造成による保安林の整備

防風・防潮林の整備面積（離島）（累計）

1.4ha（5.6ha） 1.4ha（7.0ha） 1.4ha（8.4ha）

海岸保全施設整備事業（水産
庁所管海岸）
（漁港海岸事業）
（農林水産部　漁港漁場課）

【施策項目】
　１－（２）－ウ

脱炭素社会の実現を担う島しょ型環境モデル地域の形成

成果指標名 再生可能エネルギー電源比率

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

住宅・建築物の耐震診断・補強
設計・耐震改修等に関する普
及啓発・相談窓口の設置
（土木建築部　建築指導課）

県

住宅・建築物の耐震診断・補強設計・耐震改修等に関する普及啓
発・相談窓口の設置

相談窓口の利用件数（県全体）（累計）

50件 50件（100件）  50件（150件）

土砂災害対策事業
（土木建築部　海岸防災課）

県

土砂災害危険箇所における土砂災害対策施設の整備

整備区域数（県全体）（累計）

１箇所 １箇所（２箇所） １箇所（３箇所）

県
市町村

海岸保全施設の整備（高潮対策）

整備地区数（離島）（内訳）

１地区（継続１地区） １地区（継続１地区）
２地区（新規１地区、
継続１地区、累計２地
区）

海岸保全施設の整備（国土交
通省所管海岸）
（土木建築部　海岸防災課）

県

国土交通省所管海岸保全施設の整備

整備延長（県全体）（累計）

0.2km 0.2km（0.4km） 0.2km（0.6km）

下水道事業（浸水対策（離島））
（土木建築部　下水道課）
【再掲】

市町村

離島における安全性の確保を図るため、浸水対策を推進

浸水対策整備面積（離島）（累計）

22.7ha 4.5ha（27.2ha） 4.5ha（31.7ha）

11.1％
（Ｒ３年度）

－
15.1％

(挑戦的な目標20.7％)
（県全体）

19％
(挑戦的な目標27.8％)

（県全体）
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

次世代エネルギーの利活用に
係る調査等の推進
（商工労働部　産業政策課）

県
事業者

新エネルギー等の利活用に係る調査等の推進

県内の新エネルギー等の利活用に係る調査事業等の実施件数（県
全体）（累計）

１件 １件（２件） -

補助事業による再エネ設備等
の導入支援
（商工労働部　産業政策課）

県
事業者

財政支援による再エネ設備等の導入補助の活用促進

補助を活用した再エネ設備等の導入容量（県全体）（累計）

900kW 900kW（1,800kW） 900kW（2,700kW）

税制上の特例措置による再エ
ネ設備等の導入支援
（商工労働部　産業政策課）

県
事業者

産業イノベーション促進地域による再エネ設備等の固定資産税減免
等の活用促進

制度を活用した再エネ設備等の申請数（県全体）（累計）

10件 10件（20件） 10件（30件）

R９

沖縄県クリーンエネルギー・イ
ニシアティブの推進
（商工労働部　産業政策課）

県
市町村
事業者

関係団体
県民

広報啓発及び進捗確認

プレイヤーとなる事業者、関係団体等との協議回数（県全体）（累
計）

10件 10件（20件） 10件（30件）

②　省エネルギー化の促進

【施策】 １－（２）－ウ－① 再生可能エネルギー等のクリーンエネルギーの導入促進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８

成果指標名 一人当たりの二酸化炭素排出量

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

7.0t-CO₂/人
（Ｒ３年度）

－
5.9t-CO₂/人

（県全体）
4.8t-CO₂/人

（県全体）

１－（２）－ウ　　脱炭素社会の実現を担う島しょ型環境モデル地域の形成

①　再生可能エネルギー等のクリーンエネルギーの導入促進
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

航空灯火の改修
（土木建築部　空港課）

県

耐用年数を超えた既設航空灯火の改修

航空灯火のLED化率（離島）

27% 45% 59%

公共交通利用促進広報（シー
ムレスな陸上交通体系構築事
業）
（企画部　交通政策課）

県
事業者

脱炭素社会における公共交通に関する広報

公共交通利用促進イベントの開回催数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

民生部門における普及啓発活
動
（環境部　環境再生課）

県
民間

沖縄県地球温暖化防止活動推進センターや沖縄県地球温暖化防
止活動推進員等による普及啓発活動の推進

普及啓発活動の実施回数（県全体）（累計）

50回 50回（100回） 50回（150回）

産業部門における省エネル
ギー対策の推進
（環境部　環境再生課）

県
民間

普及啓発イベントを通した産業部門における省エネルギー対策の推
進

普及啓発イベントの開催数（県全体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

県有施設ZEB化の検討
（土木建築部　施設建築課）

県

県有施設のZEB化

県有施設ZEB化施設数(県全体）（累計）

１施設 １施設（２施設） １施設（３施設）

【施策】 １－（２）－ウ－② 省エネルギー化の促進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

地域マイクログリッドの導入促
進
（商工労働部　産業政策課）

事業者
県

市町村

マイクログリッドに係る広報啓発及び民間事業の促進

マイクログリッド導入検討地区数（県全体）（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：成果指標名 海岸漂着物回収・処理量

550トン
（R３年度）

※軽石601トンを除く
－

400トン
（県全体）

400トン
（県全体）

【施策項目】
　１－（２）－エ

社会生活における資源循環の推進と海洋ごみ問題への対応

成果指標名 一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率

成果指標名 一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）量

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

一般廃棄物プラスチックご
み排出量

112,945トン
産業廃棄物廃プラスチック

類排出量
25,630トン
（R３年度）

一般廃棄物プラスチックご
み排出量（データのない一

部の離島を除く）
10,602トン
（R２年度）

一般廃棄物プラスチックご
み排出量

112,945トン
産業廃棄物廃プラスチック

類排出量
25,630トン
（県全体）

一般廃棄物プラスチックごみ排
出量

112,945トン
産業廃棄物廃プラスチック類排

出量
25,630トン
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

一般廃棄物 15.8％
産業廃棄物 45.2％

（R３年度）

一般廃棄物 8.7％
(R２年度)

一般廃棄物 22.0％
産業廃棄物 51.0％

（県全体）

一般廃棄物 22.0％
産業廃棄物 51.0％

（県全体）
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

食品リサイクル法の普及啓発
（農林水産部　流通・加工推進
課）

県

県ホームページや講習会における食品リサイクル法の普及啓発

普及啓発用リーフレットの作成数（県全体）（累計）

300枚 300枚（600枚） 300枚（900枚）

排出事業者及び産業廃棄物処
理業者に対する研修会等の開
催
（環境部　環境整備課）

県

排出事業者、産業廃棄物処理業者等の資質向上及び産業廃棄物
適正処理推進するたの研修会の実施

研修会開催回数（県全体）（累計）

５回 ５回（10回） ５回（15回）

ごみ減量化推進事業
（環境部　環境整備課）

県

ごみ減量に関する県民意識向上のための普及啓発活動等の実施

ごみ減量に関する啓発活動の実施数（県全体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

産業廃棄物発生抑制・リサイク
ル等推進事業
（環境部　環境整備課）

県

県内の事業者等が実施する産業廃棄物の発生抑制、再使用、リサ
イクル等を推進するための施設・設備の整備等への支援

補助事業採択件数（県全体）（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

島しょ型資源循環社会構築事
業
（環境部　環境整備課）

県
市町村
事業者

調査・検討、モデル事業選定、モデル構築に係る支援等の実施

モデル事業実施への支援（R７）、市町村等への技術支援の実施（Ｒ
８）

１件 １件 －

【施策】 １－（２）－エ－① 廃棄物３Ｒの推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

１－（２）－エ　　社会生活における資源循環の推進と海洋ごみ問題への対応

①　廃棄物３Ｒの推進

②　脱プラスチック社会の推進

③　海洋ごみ問題への対応
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

ちゅら島環境美化促進事業（全
県一斉清掃）
（環境部　環境整備課）

県

環境美化促進のための全県一斉清掃の実施

一斉清掃の呼びかけ回数（県全体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

プラスチック資源循環法に基づ
くプラスチック製品リサイクルの
促進
（環境部　環境整備課）

県

プラスチック製品の資源循環に関する県民意識向上のための普及
啓発活動等の実施

プラスチック資源循環促進法に関する啓発活動の実施回数（県全
体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

環境保全啓発事業（出前講座
等による環境保全活動の促
進）
（環境部　環境再生課）
【再掲】

県

沖縄県地域環境センターによる環境保全普及啓発活動の実施

出前講座等の活動回数（県全体）（累計）

72回 74回（146回） 76回（222回）

プラスチックごみ削減の促進
（環境部　環境整備課）

県

使い捨てプラスチック製品使用削減のための取組

レジ袋削減協定締結事業者との連絡会議等開催数（県全体）（累
計）

１回 １回（２回） １回（３回）

【施策】 １－（２）－エ－② 脱プラスチック社会の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

雨水等の有効利用の促進
（企画部　地域・離島課）

県

水を大切に使う社会を実現するため、県民及び小学生へ雨水の有
効利用等に関する普及啓発資料を配布

リーフレット等の配布数（県全体）（累計）

18,900部 18,900部（37,800部） 18,900部（56,700部）

建設リサイクル資材認定制度
（ゆいくる）活用事業
（土木建築部　技術・建設業
課）

県

ゆいくる材の認定及び研修会、イベント等での同制度の普及

ゆいくる材認定資材数（離島）（内訳）

40資材（継続40資材） 40資材（継続40資材） 40資材（継続40資材）
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基本施策１－（２）安全・安心と地域の将来を支える生活環境の整備

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

海岸漂着物等地域対策推進事
業
（環境部　環境整備課）

県

海岸漂着物等地域対策推進事業費補助金活用による漂着物回収・
処理の促進

市町村への補助金活用の説明回数（県全体）（累計）

２回 ２回（４回）  ２回（６回）

OCCN（沖縄クリーンコースト
ネットワーク）における活動
（環境部　環境整備課）

国
県

民間団体

ボランティアによる海岸清掃の促進

海岸清掃実施の呼びかけ回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

軽石を含む海岸漂着物の県及
び市町村による回収・処理
（環境部　環境整備課）

県
市町村

県及び市町村が行う海岸漂着物回収・処理

回収・処理を行う回収区域数（県全体）（累計）

50区域 50区域（100区域） 50区域（150区域）

海洋ごみ発生抑制にむけた国
際的取組への協力（海岸漂着
物等地域対策推進事業）
（環境部　環境整備課）

県

海外との交流事業の実施

交流回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

海洋ごみに関する調査・研究
（海岸漂着物等地域対策推進
事業）
（環境部　環境整備課）

県

海岸漂着物に関する調査の実施

調査実施件数（県全体）（累計）

２件 ２件（４件） ２件（６件）

【施策】 １－（２）－エ－③ 海洋ごみ問題への対応

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９
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基本施策１－（３）住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな交通体系の構築

課題

施策展開の方向性

基本施策の体系

【基本施策】

【施策項目】

協働が期待される主体と役割

県民

協働主体名

基本施策

１－（３）
住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心で
シームレスな交通体系の構築

・遠隔性や狭小性等、離島の地域構造や条件不利性による割高な運賃や、物流経費による物価高騰、
交通コスト及び生活コストに係る負担の軽減が求められる。

・住民及び観光客等の利便性を確保する観点から、航路・航空の維持及びサービスの充実を図り、離
島地域の定住条件の整備に努めることが求められる。

・高齢者や障害者等の交通弱者を含むすべての利用者へ配慮した、ユニバーサルデザインに対応する
シームレスな交通体系の整備が求められる。

・離島の遠隔性は、航空及び海上輸送上の不利性をもたらし、人流・物流における高コスト構造を招い
ていることから、交通・輸送コストや石油製品等の価格差の縮小等、離島住民の負担軽減に取り組む。

・離島地域の生活や産業振興を支える離島航路・航空路、バス路線等の確保・維持や、２次交通の利
便性向上、輸送需要の変化への対応、安全性・安定性の確保、ユニバーサルデザインを取り入れた関
連施設の整備等インフラ施設の機能強化・充実を図り、また国、県及び市町村が連携して需要創出に
取り組むとともに、不採算路線に対する運航費補助等の支援を実施する。

・宮古島と石垣島以外の離島については、住民が島外に立地する医療・福祉施設、商業施設、教育機
関等を利用しやすくするための移動手段の確保や負担軽減に取り組む。

・島内における移動については、MaaSや自動運転技術等の新技術の活用を含め、島内移動手段の
シームレスな連携接続に取り組むと同時に、超小型モビリティ等の導入を推進する。

１－（３）　住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな
　　　　　　交通体系の構築

ボランティア、NPO、
地域団体等

・次世代自動車の普及に向けた啓発活動

・離島住民の負担を県民全体で分かち合い、離島の発展を支えていく取組への理
解と協力

期待される役割

ア　交通・生活コストに係る負担軽減

イ　航路・航空路の維持及び港湾・空港の機能強化

ウ　離島住民の暮らしを支えるシームレスな交通体系の構築
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基本施策１－（３）住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな交通体系の構築

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

110
（Ｒ３年度）

110
（離島）

110
（離島）

１－（３）－ア　　交通・生活コストに係る負担軽減

①　離島住民の運賃等の交通コストに係る負担軽減

－
航空路 292千人
航路 468千人

（R３年度）

航空路422千人
航路655千人

（離島）

航空路422千人
航路655千人

（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

－

成果指標名
沖縄本島・離島間のレギュラーガソリンの価格差
（本島を100とした場合の指数）

②　離島地域の物価等の生活コストに係る負担軽減

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

市町村

事業者

【施策項目】
　１－（３）－ア

交通・生活コストに係る負担軽減

成果指標名 低減化した路線における航路・航空路の利用者数（離島住民）

沖縄県の現状
（基準値）

・離島における交通・生活コストの低減に向けた連携、協力
・新規航空路線の開設や誘致に向けた協力
・住民の移動手段の確保・維持に向けた連携、協力
・次世代自動車への率先的転換及び普及に向けた啓発活動

・離島における交通・生活コストの低減に対する理解、協力
・安全な運航と質の高いサービスの提供
・新規航空路の開設への理解と協力
・公共交通の利便性向上と需要喚起
・住民の移動手段の確保・維持、持続可能な地域公共交通サービスの提供
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基本施策１－（３）住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな交通体系の構築

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

小規模離島のガソリンスタンド等が負担する法定検査費等に対する
補助の実施

補助事業者数（離島）（内訳）

23事業者
23事業者（継続23事
業者）

実施
主体

航路または航空事業者が設定した低減運賃への負担金の交付

航路（約３割～約７割）及び航空路（約４割～約６割）の運賃低減

実施 実施 実施

【施策】 １－（３）－ア－② 離島地域の物価等の生活コストに係る負担軽減

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

23事業者（継続23事
業者）

主な取組
（アクティビティ）

【施策】 １－（３）－ア－① 離島住民の運賃等の交通コストに係る負担軽減

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

沖縄離島住民等交通コスト負
担軽減事業
（企画部　交通政策課）

県

R９

緊急時生活物資航空機輸送費
補助事業
（企画部　地域・離島課）

県
北大東村
南大東村

南北大東島へ輸送される補助対象品目の航空機輸送経費への補
助

補助支援件数（内訳）

２村（継続２村） ２村（継続２村） ２村（継続２村）

１回（６回）

石油製品輸送等補助事業
（企画部　地域・離島課）

県

離島の石油製品の輸送経費等に対する補助の実施

補助事業者数（内訳）

34事業者（継続34事
業者）

34事業者（継続34事
業者）

34事業者（継続34事
業者）

R７ R８

離島・過疎地域定住条件整備
推進調査
（企画部　地域・離島課）

県

沖縄本島と離島・過疎地域との日用品等の価格差を調査し、各市町
村へ提供する

価格調査等の実施回数（累計）

１回（４回） １回（５回）

離島のガソリンスタンド等支援
事業
（企画部　地域・離島課）

県

-45-



基本施策１－（３）住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな交通体系の構築

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

553.8万人
（離島）

585.4万人
（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

－
22航路
（R３年）

22航路
（離島）

22航路
（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

１－（３）－イ　　航路・航空路の維持及び港湾・空港の機能強化

①　安全で安定した海上交通の維持・充実と離島港湾の機能強化

②　離島航空路の維持・充実と離島空港の機能強化

【施策項目】
　１－（３）－イ

航路・航空路の維持及び港湾・空港の機能強化

成果指標名 離島港湾における定期航路の数

０港 ２港（２港） １港（３港）

成果指標名 離島空港の年間旅客数

【施策】 １－（３）－イ－① 安全で安定した海上交通の維持・充実と離島港湾の機能強化

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

離島港湾整備事業
（土木建築部　港湾課）

県

港湾施設の整備（水域、外郭、係留、臨港交通施設等の整備）

港湾施設の整備が完了した港湾数（事業単位）（離島）（累計）

1,084.0万人
（R３年度）

284.1万人
（R３年度）
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基本施策１－（３）住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな交通体系の構築

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

離島航路における船員確保の推進

離島航路の就業体験の実施件数
離島航路船員確保・育成支援
事業
（企画部　交通政策課）

県

離島港湾の利便性向上推進事
業
（土木建築部　港湾課）

県

港湾利用者の利便性や、快適な移動動線を確保するための離島航
路港湾の施設整備

３件（９件）３件 ３件（６件）

利便性向上を推進した港湾数（離島）（累計）

１港 １港（２港） １港（３港）

離島航路補助事業
（企画部　交通政策課）

国
県

市町村

離島航路の運営により生じた欠損に対する補助

支援航路数（内訳）

14航路（継続14航路）
15航路（新規１航路、
継続14航路、累計15
航路）

16航路（新規１航路、
継続15航路、累計16
航路）

離島航路運航安定化支援事業
（企画部　交通政策課）

県

離島航路の船舶確保（建造・購入）に対する補助

離島航路の船舶確保（建造・購入）に対する取組

航路事業者との意見
交換

船舶建造委員会の開
催

建造・購入に係る支
援の実施

新たな航路の開設に向けた検
討
（企画部　交通政策課）

県

新たな航路の開設に向けた検討

関係市町村や航路事業者等との意見交換実施数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

平良港の整備
（土木建築部　港湾課）

国
宮古島市

漲水地区複合一貫輸送ターミナル改良事業の促進

岸壁・水域施設等の整備

岸壁・水域施設等の
整備

岸壁・水域施設等の
整備

岸壁・水域施設等の
整備

石垣港の整備
（土木建築部　港湾課）

国
石垣市

大型クルーズ船に対応する新港地区旅客船ターミナル整備事業の
促進

旅客船ターミナル整備等

岸壁・水域施設等の
整備

岸壁・水域施設等の
整備

岸壁・水域施設等の
整備

【施策】 １－（３）－イ－② 離島航空路の維持・充実と離島空港の機能強化

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

定期航空路線の維持
（企画部　交通政策課）

国
県

市町村

路線の運航に伴い生じた欠損に対する補助及び路線の運航に必要
な航空機購入に対する補助

定期航空路線数（離島）（内訳）

10路線（継続10路線） 10路線（継続10路線） 10路線（継続10路線）
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基本施策１－（３）住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな交通体系の構築

離島空港の維持補修・機能向
上整備
（土木建築部　空港課）

県

離島空港施設維持補修、機能向上に係る設計業務、工事の実施

各離島空港の維持補修・機能向上整備数（内訳）

６空港（継続６空港）
６空港（新規１空港、
継続５空港、累計７空
港）

６空港（継続６空港、
累計７空港）

離島拠点空港の国際線受入体
制整備の支援
（土木建築部　空港課）

国
県

民間等

検疫指定に向けた関係機関調整、要請

CIQ常設に向けた関係機関との調整・要請回数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

離島航空路チャーター運航支
援事業
（企画部　交通政策課）

県
町村

離島航空路におけるチャーター運航に伴い生じた欠損に対する補
助

支援路線数（離島）（内訳）

３路線（継続３路線） ３路線（継続３路線） ３路線（継続３路線）

伊平屋空港の整備
（土木建築部　空港課）

国
県

新規事業化へ向けた関係者調整

関係者調整回数（累計）

４回 ４回（８回） ４回（12回）

離島空港保安管理対策事業
（土木建築部　空港課）

国
県

民間事業者
等

離島空港における航空機不法奪取等（ハイジャック）防止のために
必要な保安施設の設置及び検査事業を実施する定期航空運送事
業者等への補助金の交付

保安施設設置（離島）（内訳）

８空港（継続８空港） ８空港（継続８空港） ８空港（継続８空港）

離島空港保安管理対策に係る
訓練の実施
（土木建築部　空港課）

国
県

関係団体
市町村

離島空港における不法侵入及びハイジャック防止に係る対応訓練
の実施

研修及び訓練回数（累計）

１回 １回（２回）  １回（３回）
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基本施策１－（３）住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな交通体系の構築

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

R13年度の目標値
沖縄県の現状

（基準値）
離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

【施策項目】
　１－（３）－ウ

離島住民の暮らしを支えるシームレスな交通体系の構築

成果指標名 離島における乗合バス利用者数

成果指標名 電動車（EV・PHV）普及率

18,184千人
（R３年度）

678千人
（R３年度）

945千人
（離島）

945千人
（離島）

１－（３）－ウ　　離島住民の暮らしを支えるシームレスな交通体系の構築

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

0.2487％
（Ｒ３年度）

－
3.188％

（県全体）
14.639％
（県全体）

①　地域特性に応じた島内移動手段の確保・維持

②　超小型モビリティ等の導入推進

【施策】 １－（３）－ウ－① 地域特性に応じた島内移動手段の確保・維持

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

離島の道路・街路整備事業（県
管理道路）
（土木建築部　道路街路課）

県

平良下地島空港線、マクラム通り線、石垣空港線等の整備

整備済延長（累計）

整備実施 0.1km（0.1km） 1.4km（1.5km）
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基本施策１－（３）住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな交通体系の構築

地域公共交通計画（離島）の策
定促進
（企画部　交通政策課）

県
市町村

持続可能な地域旅客運送サービスの提供に資する地域公共交通計
画（離島）の策定促進

地域公共交通計画（離島）の策定件数（離島）（累計）

２件 １件（３件） １件（４件）

バス路線補助事業（生活バス
路線確保対策）
（企画部　交通政策課）

県
市町村

離島の生活バス路線の運行に伴い生じた欠損に対する補助

支援路線数（内訳）

19路線（継続19路線） 19路線（継続19路線） 19路線（継続19路線）

橋梁長寿命化修繕事業（県道
等）
（土木建築部　道路管理課）
【再掲】

県

離島橋梁の定期点検・修繕・耐震補強・更新の実施

定期点検・修繕・耐震補強・更新箇所数（内訳）

４箇所（継続４箇所） ４箇所（継続４箇所） ４箇所（継続４箇所）

自転車利用環境の整備
（土木建築部　道路管理課）

県

自転車利用環境の整備

自転車通行空間の整備延長（県全体）（累計）

0.3km  0.3km（0.6km）  0.3km（0.9km）

生活に密着した道路整備事業
（市町村道）
（土木建築部　道路管理課）

市町村

市町村が策定・見直しする道路整備計画や年度内の事業執行に対
する指導・助言

離島地域で整備促進する市町村道路線数（内訳）

20路線（継続20路線、
累計20路線）

22路線（新規２路線、
継続20路線、累計22
路線）

22路線（継続22路線、
累計22路線）

交通安全施設の整備
（土木建築部　道路管理課）
【再掲】

県

交通安全施設の整備

事故危険箇所における交通安全施設の整備（県全体）（内訳）

５管内 ５管内（継続５管内）  ５管内（継続５管内）

歩行空間の整備
（土木建築部　道路管理課）

県

歩行空間の整備

歩道の整備延長（県全体）（累計）

0.3km  0.3km（0.6km）  0.3km（0.9km）
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基本施策１－（３）住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな交通体系の構築

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】 １－（３）－ウ－② 超小型モビリティ等の導入推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

自動運転移動サービスの導入
促進
（土木建築部　土木総務課）

県
市町村等

自動運転移動サービス導入に向けた市町村向け意見交換会の開
催や情報発信

市町村向け意見交換会の開催数及び情報発信回数（県全体）（累
計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

電動車転換促進事業
（環境部　環境再生課）

県

電動車の普及促進

県公用車（普通乗用車）の電動車導入率（県全体）

36% － －

離島・過疎地域における電動
車の導入
（環境部　環境再生課）

県

離島・過疎地域における電動車の導入に対する補助を行う。

電動車の補助台数（県全体）（累計）

50台 50台（100台） 50台（150台）

次世代自動車普及に向けた啓
発活動
（環境部　環境再生課）

県

イベント等を活用した次世代自動車の普及啓発

普及啓発イベントの実施件数（県全体）（累計）

２件 ２件（４件） ２件（６件）

多様なモビリティの充実に向け
た環境整備（交通体系整備推
進事業）
（企画部　交通政策課）

国
県

市町村
事業者

バス停・駅等における県有地等を活用したシェアサイクルの推進

シェアサイクルへの乗り換え施設の設置数（県全体）（累計）

２箇所 ２箇所（４箇所） ２箇所（６箇所）
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

課題

施策展開の方向性

基本施策の体系

【基本施策】

【施策項目】

基本施策

１－（４） 離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

・医療提供体制に関しては、急患空輸体制の確保を含む救急医療の充実、沖縄本島の医療機関と離
島の医療機関との連携体制の整備・拡充等が求められる。また、各種感染症に係る水際対策として、
検疫・防疫体制の強化、病床や機材等も含めた十分な医療体制の拡充、本島医療機関に移送する体
制等の整備も重要である。

・健康づくりに関しては、健診やレセプトなどの健康医療の情報を活用した分析を行い、生活習慣の改
善をはじめ離島の課題を踏まえた健康寿命延伸への取組が求められる。

・福祉サービスに関しては、離島住民が安心して妊娠・出産できる環境の整備や、困難を有する子ども
や若者に必要な支援の強化をはじめ、離島の地理的要因や人口規模等から事業者の参入などに課題
を抱える地域において、介護サービス、障害福祉サービス、保育サービス等の提供体制の確保や利用
者の負担軽減を図る必要がある。

・離島医療については、救急医療用ヘリコプター等の急患空輸体制の確保を含む救急医療の充実、沖
縄本島等の医療機関受診に係る交通費や宿泊費の負担軽減などの総合的な支援、離島診療所にお
ける専門医の巡回診療、ICTを活用した遠隔医療の推進等に取り組み医療提供体制の充実を図る。

・また、今後発生する可能性のある新たな感染症に係る水際対策として、検疫・防疫体制の強化、病床
や機材等も含めた医療体制の拡充、沖縄本島の医療機関に移送する体制等の整備を行う。併せて、
離島においては、地域のみで十分な医療を提供できない場合があることから、遠隔による保健指導、診
断・診療等の保健・医療サービスの提供を促進する。

・離島の環境や諸条件を踏まえた健康寿命の延伸に向けた環境整備を通じて、健康診断等の受診率
の向上、生活習慣病の予防、健康の維持と増進に向けた生涯スポーツ参加の機会拡充等に取り組
む。

・福祉・介護サービスに関しては、安心して妊娠・出産できる環境の整備、子どもの貧困問題やひとり親
家庭、生活困窮者、困難を有する子ども・若者への支援拡充に取り組むと同時に、市町村と連携し、地
域の実情に応じた福祉・介護サービスの提供体制の整備を図るとともに、離島住民のニーズに応える
ための福祉・介護サービスの充実や地域で支え合う体制の再構築等に取り組む。

１－（４）　離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

ア　医療提供体制の確保・充実

イ　離島の特性を踏まえた健康寿命延伸に向けた取組

ウ　出産・子育て支援の充実及び支援を必要とする家庭等に応じた支援

エ　高齢者・障害者等を支える福祉サービスの充実とセーフティネットの拡充
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

協働が期待される主体と役割

・積極的な検査受検による感染症の早期発見への理解と協力
・動物の適正飼養への理解
・健康づくりに対する理解と健康づくり活動の実践
・健康診断（歯科健診を含む）やがん検診受診などの健康管理
・スポーツ活動への積極的な参加
・スポーツを通じた健康維持・増進の取組
・妊娠11週以内の妊娠届出及び妊婦健康診査の定期的な受診
・乳幼児健康診査の受診
・小児救急医療機関の適切な受診
・地域活動や交流の場への参加
・子どもの貧困問題に対する理解
・子どもを見守る環境づくりへの参加と協力
・介護保険サービスの適正な利用
・高齢者、障害者の権利擁護や認知症に対する理解
・地域の子どもたちや高齢者を見守る意識の向上

期待される役割

教育機関、研究機関等

関係団体

・医療連携による医療提供体制の構築
・積極的疫学調査の実施
・就業制限・解除、入院勧告・解除等の感染症法に基づく陽性者への対応
・濃厚接触者への対応
・健康づくり活動の推進
・健康づくり活動に係る情報発信
・生涯スポーツの推進
・妊娠・出産・子育てしやすい職場環境づくり
・子どもの貧困問題に対する理解
・子どもを見守る環境づくりへの参加と協力
・若年無業者やひとり親世帯の保護者の雇用、就業支援への理解と協力
・高齢者、障害者の社会参加、雇用拡大のための環境整備と支援活動への協力
・地域包括ケアシステムへの参画

・就業制限・解除、入院勧告・解除等の感染症法に基づく陽性者への対応
・濃厚接触者への対応
・学校体育・部活動の充実
・学校体育施設の開放に向けた取組
・低所得世帯の児童生徒を持つ世帯への教育活動に係る費用負担の軽減に向け
た取組の充実

協働主体名

事業者

ボランティア、NPO、
地域団体等

県民

・動物の適正な飼養・保管等
・健康づくり活動への理解と支援
・健康づくり環境の整備、従業員等の活動支援
・市町村からの委託により、予防接種を実施
・早期の診断と、適切な治療の実施
・子どもの貧困問題に対する理解
・子どもを見守る環境づくりへの参加と協力
・若年無業者やひとり親世帯の保護者の雇用、就業支援への理解と協力
・高齢者、障害者の雇用、就業支援への理解と協力
・福祉、介護サ－ビスの質の向上、人材育成

・動物の適正飼養に係る普及啓発、イベントへの参加
・健康づくり活動の推進
・健康づくり活動に係る情報発信
・生涯スポーツの推進
・子どもの貧困対策に関する県民運動への参画
・地域の行事への子ども・若者の参加促進
・地域で子どもたちや高齢者を見守る雰囲気の醸成
・地域において高齢者、障害者等を見守る環境づくり
・高齢者、障害者の社会参加のための環境整備と支援活動への理解と協力
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：

3,775人
（R２年度）

212人
（R２年度）

213人
（離島）

213人
（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

29人
（R３年度）

22人
（R３年度）

21人
（離島）

21人
（離島）

R13年度の目標値

－
3,306人

（R３年度）
4,500人
（離島）

4,500人
（離島）

【施策項目】
　１－（４）－ア

医療提供体制の確保・充実

市町村

・感染拡大期における保健師等の動員
・積極的疫学調査の実施
・就業制限・解除、入院勧告・解除等の感染症法に基づく陽性者への対応
・濃厚接触者への対応
・動物の適正飼養に係る普及啓発
・健康づくりネットワークの形成支援
・国の指針に基づくがん検診の実施
・関係団体等への情報提供及び連携
・予防接種の実施主体
・県民に向けに予防接種を受けるよう普及啓発活動を行う
・社会体育施設等の施設整備
・スポーツ推進委員を通じた生涯スポーツの振興
・認可外保育施設を含めた幼児教育・保育の質の向上に対する取組
・きめ細かな子育てサービスの提供体制・環境整備の充実に向けた取組
・地域の実情に応じた子どもの貧困対策の推進
・地域の実情に応じた子育て環境の充実
・関係団体等への情報提供及び連携促進
・育児不安や虐待問題に係る相談体制の充実
・地域包括ケアシステムの構築、推進
・高齢者、障害者の権利擁護、認知症についての周知

成果指標名 医療施設従事医師数（離島）

島外医療施設への通院費の助成を受けた人数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

沖縄県の現状
（基準値）

成果指標名 へき地診療所の医療従事医師数

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名
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：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名

68人
（R３年）

－
68人

（県全体）
68人

（県全体）

 ５人（15人）

感染管理認定看護師及び感染症看護専門看護師数

１－（４）－ア　　医療提供体制の確保・充実

11人 11人（22人） 11人（33人）

へき地医療支援機構運営事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県

離島・へき地医療機関での勤務を希望する医師の登録及び情報提
供

ドクターバンク登録医師数（県全体）（累計）

15名 15名（累計30名）

①　救急・災害時を含む離島医療提供体制の確保・充実

②　島外の医療機関受診に係る交通費や宿泊費の負担軽減

③　遠隔による保健・医療サービスの提供促進

④　新たな感染症等に備えた離島における保健衛生、医療提供体制の拡充・強化

【施策】 １－（４）－ア－① 救急・災害時を含む離島医療提供体制の確保・充実

主な取組
（アクティビティ）

19名（57名）

離島・へき地診療所勤務医師数（県全体）（累計）

５人 ５人（10人）

県立病院専攻医養成事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県

県立病院で専攻医を養成し、医師確保が難しい離島・へき地地域へ
派遣

専攻医派遣数（県全体）（累計）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

県立病院医師確保支援事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県

離島・へき地の県立中核病院及び県立離島診療所確保事業等への
支援

県立北部・宮古・八重山病院が確保した専門医師数

19名 19名（38名）

15名（累計45名）

自治医科大学学生派遣事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県

自治医科大学に沖縄県出身者を派遣・修学させ、卒業後に離島・へ
き地医療に従事
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救急医療用ヘリコプター活用事
業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県
病院

救急医療用ヘリコプター（ドクターヘリ）の運営経費に対する補助

ドクターヘリ要請に対する応需率（県全体）（時間外要請、天候不
良、重複要請等による不応需除く）

100% 100% 100%

へき地診療所施設整備等補助
事業費
（保健医療介護部　医療政策
課）

県
市町村

へき地診療所の施設整備等補助に向けた取組

施設整備等補助を行うへき地診療所（県全体）（累計）

４診療所 ４診療所（８診療所） ４診療所（12診療所）

災害時の救急医療体制の充実
（保健医療介護部　医療政策
課）

県
救急病院等

ＤＭＡＴの養成、広域災害救急医療情報システムの運用

沖縄県内のＤＭＡＴ数（県全体）（内訳）

26チーム
26チーム（継続26
チーム）

26チーム（継続26
チーム）

離島医療体制確保支援事業
（専門医派遣巡回診療支援事
業）
（保健医療介護部　医療政策
課）

県

眼科、耳鼻科等の専門医による巡回診療

巡回診療回数（累計）

70回 73回（143回） 75回（218回）

離島巡回診療ヘリ等運営事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県

眼科、耳鼻科等の専門医による巡回診療

巡回診療回数（累計）

30回 30回（60回） 30回（90回）

ヘリコプター等添乗医師等確保
事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県
市町村
病院

当番病院への報償費・災害補償費、添乗協力病院への運営費補助

ヘリコプター等添乗協力病院数（県全体）（内訳）

13病院
13病院（継続13病
院）

13病院（継続13病
院）

医師修学資金等貸与事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県

卒業後の一定期間、離島・北部の医療機関での勤務を義務付けた
地域枠学生等に対する修学資金等の貸与

医師修学資金等の貸与件数（県全体）（累計）

113件 113件（226件）  113件（339件）

離島診療所代診医支援事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県

研修参加等による離島診療所医師不在時の代診医派遣

代診医派遣日数（県全体）

200日 200日（400日） 200日（600日）

離島診療所代替看護師支援事
業
（保健医療介護部　保健医療
総務課）

県
町

離島診療所における医療の確保を図るため、県立及び町立離島診
療所に配置された看護師が研修への参加等により不在になる期間
の代替看護師による支援に対する補助

代替看護師による離島診療所支援日数（累計）

420日 420日（840日）  420日（1,260日）

-56-



基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

看護師等誘致支援事業
（保健医療介護部　保健医療
総務課）

県
医療機関等

離島医療機関等の看護師等誘致に係る費用に対する補助

当該事業による医療機関等における看護師等確保数（離島）（累計）

30名 30名（60名）

新興・再興感染症の流行に備
えた検査体制の強化
（保健医療介護部　地域保健
課）

県

検査技術向上のための人材育成

新興・再興感染症の検査技術に関する研修会への参加人数（県全
体）（累計）

３名 ３名（６名） ３名（９名）

遠隔医療の推進
（保健医療介護部　医療政策
課）

県

遠隔医療の推進

①遠隔医療の推進に向けた検討会議の開催数
②実証事業の実施等

①２回
②実証事業の検討

①２回（４回）
②実証事業の実施

①２回（６回）
②実装化の検討

【施策】 １－（４）－ア－④
新たな感染症等に備えた離島における保健衛生、医療提供体
制の拡充・強化

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

離島医療体制確保支援事業
（離島患者等通院費支援事業）
（保健医療介護部　医療政策
課）

県
市町村

島外医療施設への通院費を助成する18市町村に対する補助

負担軽減された患者等の人数（離島）（累計）

4,400人 4,450人（8,850人） 4,500人（13,350人）

【施策】 １－（４）－ア－③ 遠隔による保健・医療サービスの提供促進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

災害医療対策事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

災害拠点病
院

災害拠点病院に対する医療器機等の導入支援

災害拠点病院への設備整備補助件数（県全体）（累計）

６件 ６件（12件）  ６件（18件）

【施策】 １－（４）－ア－② 島外の医療機関受診に係る交通費や宿泊費の負担軽減

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

30名（90名）
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新興・再興感染症の流行拡大
に備えた保健所業務の効率化
（保健医療介護部　地域保健
課）

県

積極的疫学調査等の保健所業務におけるデジタル化推進

新興・再興感染症感染拡大を想定した支援システム利用訓練の開
催（全体演習回数）（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

感染症法に基づき指定する宿
泊施設の確保居室数※流行初
期（発生公表後１か月目途）
（保健医療介護部　地域保健
課）

県

感染症法に基づき指定する宿泊施設の確保居室数

民間宿泊施設における確保居室数（離島）（内訳）

18室 18室（継続18室） 18室（継続18室）

感染症法に基づき指定する第
二種協定指定医療機関におけ
る発熱外来の整備※流行初期
（発生公表後３か月まで）（保健
医療介護部　地域保健課）

県

感染症法に基づき指定した第二種協定指定医療機関の感染症患
者のための発熱外来数

支援対象となる発熱外来医療機関数（離島）（内訳）

新興・再興感染症に対応する
看護の質の向上
（保健医療介護部　保健医療
総務課）

県
医療機関等

新興・再興感染症に対応する看護の質の向上に向けた感染管理認
定看護師の育成

感染管理認定看護師養成数（県全体）（累計）

５名 ５名（10名） ５名（15名）

感染症法に基づき指定する第
一種及び第二種感染症指定医
療機関における感染症患者の
病床確保の支援
（保健医療介護部　地域保健
課）

県
医療機関

感染症法に基づき指定した第一種及び第二種感染症指定医療機関
の感染症患者のための病床確保支援

支援対象となる感染症指定医療機関数（県全体）（内訳）

８医療機関
８医療機関（継続８医
療機関）

８医療機関（継続８医
療機関）

新興・再興感染症の流行拡大
に備えた保健所体制の強化
（保健医療介護部　地域保健
課）

県

積極的疫学調査のための人材育成

積極的疫学調査等の研修の受講者数（県全体）（累計）

20名 20名（40名） 20名（60名）

新興・再興感染症に対応する
医師の質の向上
（保健医療介護部　地域保健
課）

県

新興・再興感染症に対応する感染症専門医等の育成

研修の修了人数（県全体）（累計）

２名 ２名（４名） ２名（６名）

新興・再興感染症に対応する
薬剤師の質の向上
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）

県
医療機関等

新興・再興感染症に対応する薬剤師の質の向上に向けた感染制御
認定薬剤師の育成

研修への補助件数（県全体）（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

12医療機関

感染症法に基づき指定した第一種協定指定医療機関の感染症患
者のための病床確保支援

支援対象となる確保病床数（離島）（内訳）

34床 34床（継続34床） 34床（継続34床）

感染症法に基づき指定する第
一種協定指定医療機関におけ
る感染症患者の病床の確保※
流行初期（発生公表後３か月ま
で）（保健医療介護部　地域保
健課）

県

12医療機関（継続12
医療機関）

12医療機関（継続12
医療機関）
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狂犬病対策の推進
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）

県

狂犬病予防注射の普及啓発活動

狂犬病対策に係る啓発（県全体）

３回 ３回(６回) ３回(９回)

抗毒素配備事業
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）

県

県内医療機関への抗毒素配備

医療機関における抗毒素常備本数（県全体）

70本 70本（継続70本） 70本（継続70本）

危険生物対策
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）

県

海洋危険生物に関する啓発資材の作成及び配布

海洋危険生物に関する啓発資材（リーフレット）発行部数（県全体）
（累計）

15,000部 15,000部（30,000部） 15,000部（45,000部）

動物適正飼養の推進
（環境部　自然保護課）

県
市町村

ボランティア
等

普及啓発事業の実施

普及啓発イベントの開催回数（離島）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

食品衛生対策
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）

県

食品取扱者の監視・指導及び食品等の検査の実施

監視指導計画に基づく検査実施率（県全体）

100% 100% 100%

飲料水衛生対策（飲料水衛生
対策費）
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）

県
市町村

市町村と連携した簡易専用水道及び専用水道設置者への指導・監
督

簡易専用水道の検査受検率（県全体）

82% 83% 84%

薬物乱用防止啓発活動の実施
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）

県
関係機関

街頭キャンペーン等普及啓発活動の実施

街頭キャンペーン等の実施回数（県全体）（累計）

10回 10回（20回）  10回（30回）

感染症法に基づき指定する検
査機関における検査数の確保
※流行初期（発生公表後１か
月以内）（保健医療介護部　地
域保健課）

県

感染症法に基づき指定する検査機関における検査数

検査の実施能力（県全体）（件/日）

100件/日
100件/日（継続100件
/日）

100件/日（継続100件
/日）
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 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

71.5％
（県全体）

男性 326.7（差125.0）
女性 149.3（差　45.8）

（R２年）
－

20～64歳の年齢調整死亡
率（全死因）の全国一位の

都道府県との差の縮小

20～64歳の年齢調整死亡率
（全死因）の全国一位の都道府

県との差の縮小

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名

58.3％
（R３年度） －

66.3％
（県全体）

１－（４）－イ　　離島の特性を踏まえた健康寿命延伸に向けた取組

①　健康診断や特定健診の受診率の向上

②　食生活改善や適度な運動習慣等による生活習慣病予防の強化

③　健康維持と増進に向けた生涯スポーツ等の推進

【施策項目】
　１－（４）－イ

離島の特性を踏まえた健康寿命延伸に向けた取組

成果指標名 平均寿命

沖縄県の現状
（基準値）

男性80.73年
女性87.88年

(R２年)
－

男性82.15年
女性88.80年（県全体）

成果指標名 20－64歳の年齢調整死亡率（全死因）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

男性82.96年
女性89.32年（県全体）

スポーツ実施率

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

食育推進事業
（保健医療介護部　健康長寿
課）

県
関係機関

食育推進本部の開催回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

健康増進事業等推進事業
（保健医療介護部　健康長寿
課）

県
市町村

市町村が実施する健康増進事業に対し補助を行い、壮年期からの
健康づくりと、脳卒中、心臓病等の生活習慣病の予防、早期発見、
早期治療による住民の健康増進

補助市町村数（離島）（内訳）

18市町村（継続18市
町村）

18市町村（継続18市
町村）

18市町村（継続18市
町村）

生活習慣病予防対策事業
（保健医療介護部　健康長寿
課）

県

各種イベント等での健康情報の発信

イベント・セミナー等の開催・出展数（県全体）（累計）

4回 ４回（８回） ４回（12回）

R７：第４次沖縄県食育推進計画に基づく施策の推進
R８：第４次沖縄県食育推進計画に基づく施策の推進、次期計画の
策定
R９：第５次沖縄県食育推進計画（仮称）に基づく施策の推進

18市町村（継続18市
町村）

18市町村（継続18市
町村）

がん検診の精度管理向上
（保健医療介護部　健康長寿
課）

県

指針に基づくがん検診実施体制の強化

生活習慣病検診管理協議会及び各がん検診分科会の開催回数
（県全体）（累計）

各１回 各１回（各２回） 各１回（各３回）

【施策】 １－（４）－イ－②
食生活改善や適度な運動習慣等による生活習慣病予防の強
化

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

【施策】 １－（４）－イ－① 健康診断や特定健診の受診率の向上

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

健康増進計画推進事業
（保健医療介護部　健康長寿
課）

県
市町村

市町村健康増進計画の策定支援

健康増進計画策定市町村数（離島）（内訳）

18市町村
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

スポーツ・レクリエーション祭参加者数（県全体）（累計）

8,500人 8,800人（17,300人） 9,100人（26,400人）

総合型地域スポーツクラブへ
の支援
（文化観光スポーツ部　スポー
ツ振興課）

県
県スポーツ

協会

県及び県スポーツ協会による助言・指導の実施

県及び県スポーツ協会による助言・指導の実施回数（県全体）（累
計）

30回 30回（60回）

県

県内におけるスポーツイベントの開催のための支援

スポーツイベント開催支援件数（県全体）（累計）

４件 ４件（８件）

スポーツイベント開催の支援
（文化観光スポーツ部　スポー
ツ振興課）

４件（12件）

県民の誰もがスポーツに親し
むことができる機会の創出
（文化観光スポーツ部　スポー
ツ振興課）

県

スポーツ・レクリエーション祭の開催

【施策】 １－（４）－イ－③ 健康維持と増進に向けた生涯スポーツ等の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

 30回（90回）

総合型スポーツクラブの創設・
育成
（文化観光スポーツ部　スポー
ツ振興課）

県

総合型地域スポーツクラブの創設・育成支援

総合型地域スポーツクラブ数（県全体）（内訳）

６件（新規１件、継続５
件、累計６件）

７件（新規１件、継続６
件、累計７件）

８件（新規１件、継続７
件、累計８件）

糖尿病予防戦略事業
（保健医療介護部　健康長寿
課）

県

自然に健康になれる食環境整備を目指し、糖尿病をはじめとした生
活習慣病予防を推進する

食deがんじゅう応援店の新規登録店舗数

 ５店舗（35店舗）  ５店舗（40店舗）  ５店舗（45店舗）

たばこ対策促進事業
（保健医療介護部　健康長寿
課）

県

喫煙の健康影響や受動喫煙防止対策についての普及啓発

世界禁煙デー・週間（５月）等での普及啓発回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

飲酒に伴うリスクに関する知識
の普及
（保健医療介護部　健康長寿
課）

県
市町村

酒の健康影響に関する正しい知識の普及啓発

節度ある適度な飲酒量を知っている人の割合（県全体）

男性50％
女性50％

男性50％
女性50％

男性50％
女性50％
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：

：

56,084人
（離島）

成果指標名 子供の居場所の利用者数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

成果指標名 子供の貧困対策支援員による支援人数

276,804人
（R３年度）

36,601人
（Ｒ３年度）

56,084人
（離島）

R13年度の目標値

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

保育所等入所待機児童数（顕在・潜在）

成果指標名 産後ケア事業実施市町村数

【施策項目】
　１－（４）－ウ

出産・子育て支援の充実及び支援を必要とする家庭等に応じた支
援

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

28市町村（68.3％）
（R３年度）

12市町村(67％）
（R４年度）

18市町村（100％）
（離島）

18市町村（100％）
（離島）

成果指標名

8,625人
（R３年度）

425人
（Ｒ３年度）

470人
（離島）

470人
（離島）

R13年度の目標値

2,234人
（R４年）

135人
（R３.４.１）

0人
（離島）

0人
（離島）
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

：

：

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

233万円
（R５年度）

－
249万円
（県全体）

268万円
（県全体）

成果指標名

12施設
（R３年度）

０施設
（R３年度）

２施設
（離島）

次期社会的養育推進計画にお
いて設定
（離島）

R13年度の目標値

２件（沖縄県、石垣市）
（R３年度）

１件（石垣市）
（R３年度）

５件
（県全体）

12件
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名

ひとり親の年間就労収入

②　子どもの貧困問題への対策

③　ひとり親家庭への支援

④　生活困窮者への支援

⑤　困難を有する子ども・若者への支援

成果指標名 子ども・若者支援地域協議会設置件数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

地域小規模児童養護施設数

１－（４）－ウ　　出産・子育て支援の充実及び支援を必要とする家庭等に応じた支援

①　安心して妊娠・出産できる環境の整備・充実
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

子どもの心の診療ネットワーク
事業
（こども未来部　子育て支援課）

県

子どもの心の診療支援体制の整備

子どもの心の診療ネットワーク会議の開催回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回）  １回（３回）

100%

こども医療費助成
（こども未来部　こども若者政
策課）

県
市町村

こども医療費助成事業を実施する市町村への支援

こども医療費助成実施市町村数（離島）（内訳）

18市町村
18市町村（継続18市
町村）

18市町村（継続18市
町村）

生涯を通じた女性の健康支援
事業
（こども未来部　子育て支援課）

県

妊娠・出産等に不安や悩みを持つ女性を対象に相談支援事業
を実施

女性健康支援センターへの相談件数（県全体）（累計）

400件 400件(800件） 400件（1,200件）

若年妊産婦支援促進事業
（こども未来部　こども家庭課）

県
市町村

10代の母親など若年母親に対する自立生活支援及び若年妊産婦
に対する総合的な自立支援を行う居場所の設置

居場所設置箇所数（離島）（内訳）

２箇所 ２箇所（継続２箇所） ２箇所（継続２箇所）

乳幼児健康診査の充実
（こども未来部　子育て支援課）

県
市町村

関係機関

市町村母子保健担当職員の資質向上

市町村母子保健担当者会議及び母子保健に関する研修等開催回
数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

先天性代謝異常等検査
（こども未来部　子育て支援課）

県

先天性代謝異常等検査体制の整備

検査実施率（県全体）

100% 100%

【施策】 １－（４）－ウ－① 安心して妊娠・出産できる環境の整備・充実

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

母子健康包括支援センター事
業等に関する支援
（こども未来部　子育て支援課）

県
市町村

母子健康包括支援センター機能充実に向けた支援（人材育成研修
会等の実施）

母子保健コーディネーター養成研修会等の実施回数（県全体）（累
計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

妊婦健康診査の必要性の周知
（こども未来部　子育て支援課）

県
市町村

市町村が母子手帳交付時等に妊婦健康診査の必要性の周知

妊婦健康診査平均受診回数（県全体）

12回 12回 12回
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

総合的な周産期保健医療体制の整備（R７年度）
周産期保健医療協議会の開催等（R８年度、９年度）周産期医療体制整備対策事業

（協議会の開催）
（保健医療介護部　医療政策
課）

県 沖縄県周産期保健医療協議会の開催回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回）  １回（３回）

地域子ども・子育て支援事業
（地域子育て支援拠点事業）
（こども未来部　子育て支援課）

県
市町村

市町村が実施する地域子育て支援拠点事業への支援

地域子育て支援拠点事業実施箇所数（県全体）（内訳）

98箇所

子どものための教育・保育給付
費
（こども未来部　子育て支援課）

県
市町村

多子世帯への保育料の軽減

保育料の軽減対象となる子どもの数（県全体）

10,810人 10,810人 10,810人

県立病院専攻医養成事業及び
医師修学資金等貸与事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県
関係団体
医療機関

県立病院における小児科専攻医の養成及び小児科勤務の意思の
ある医学生・専攻医に対する修学資金等貸与制度による離島への
派遣

離島に派遣している小児科医数（離島）（累計）

 4人（16人）  4人（20人）  4人（24人）

小児慢性特定疾病医療費助成
事業
（保健医療介護部　地域保健
課）

県

小児慢性特定疾病医療費助成制度の推進

小児慢性特定疾病に係る医療費助成件数（県全体）（累計）

30,000件 30,000件（60,000件） 30,000件（90,000件）

地域子ども・子育て支援事業
（一時預かり事業）
（こども未来部　子育て支援課）

県
市町村

市町村が実施する預かり保育への支援

一時預かり事業実施箇所数（県全体）（内訳）

92箇所 93箇所 94箇所

潜在保育士を含む保育士の確
保
（こども未来部　子育て支援課）

県
市町村

合同説明会や見学ツアー等による潜在保育士への復職支援

就職した潜在保育士数（離島）（累計）

17人（79人）
※一部離島の市町村
を除く

17人（96人）
※一部離島の市町村
を除く

17人（113人）
※一部離島の市町村
を除く

子ども・子育て支援体制整備総
合推進事業
（こども未来部　子育て支援課）

県
市町村

101箇所 104箇所

地域子ども・子育て支援事業
（病児保育事業）
（こども未来部　子育て支援課）

県
市町村

市町村が実施する病児保育への支援

病児保育事業実施箇所数（県全体）（内訳）

55箇所 57箇所 57箇所

幼児教育・保育施設の職員の資質向上のための研修事業の実施

保育士キャリアアップ研修の受講者数（県全体）（累計）

4,000人（16,000人） 4,000人（20,000人） 4,000人（24,000人）
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

周産期医療体制の確保・充実（R７年度）
専門部会や講習会等の開催（R８年度、９年度）周産期保健医療体制強化支援

事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県 専門部会の開催回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回）  １回（３回）

沖縄こどもの貧困緊急対策事
業（市町村事業）
（こども未来部　こども家庭課）

国
県

市町村

離島市町村へのこどもの居場所の運営支援、効果測定拠点型及び
若年妊産婦の居場所の設置、運営支援

離島市町村へのこどもの居場所等の配置市町村数及び配置箇所
数（内訳）

９市町村、23箇所 ９市町村、23箇所 ９市町村、23箇所

沖縄こどもの貧困緊急対策事
業（こどもの貧困対策支援員の
配置）
（こども未来部　こども家庭課）

国
県

市町村

離島市町村への支援員の配置促進、効果測定支援コーディネー
ターによる支援、支援員研修の開催

離島市町村へのこどもの貧困対策支援員の配置市町村数及び配
置人数（離島）

６市町村、12人 ６市町村、12人 ６市町村、12人

沖縄こどもの貧困緊急対策事
業（小規模離島町村への支援
員巡回派遣等）
（こども未来部　こども家庭課）

国
県

市町村

離島町村への支援員巡回派遣、電話・メールによる広域相談

巡回派遣する離島町村数及び巡回派遣回数（累計）

２町村、72回 ２町村、72回（144回） ２町村、72回（216回）

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

沖縄こどもの貧困緊急対策事
業（支援コーディネーターの配
置）
（こども未来部　こども家庭課）

国
県

市町村

市町村が配置及び設置するこどもの貧困対策支援員及びこどもの
居場所に対する広域支援

支援コーディネーターの配置圏域数（離島）（内訳）

５圏域 ５圏域 ５圏域

若年妊産婦支援促進事業
（こども未来部　こども家庭課）
【再掲】

県
市町村

10代の母親など若年母親に対する自立生活支援及び若年妊産婦
に対する総合的な自立支援を行う居場所の設置

居場所設置箇所数（離島）（内訳）

２箇所 ２箇所（継続２箇所） ２箇所（継続２箇所）

周産期医療体制整備対策事業
（研修会の開催）
（保健医療介護部　医療政策
課）

県 周産期医療関係者研修会の開催回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回）  １回（３回）

総合的な周産期保健医療体制の整備（R７年度）
周産期医療関係者研修会の開催等（R８年度、９年度）

【施策】 １－（４）－ウ－② 子どもの貧困問題への対策
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

基金を財源に就学援助制度の充実及び子どもの貧困施策を実施す
る市町村に対する支援

実施市町村数（離島）（内訳）

18市町村 18市町村 18市町村

要保護・準要保護児童生徒就
学援助事業
（教育庁　教育支援課）

市町村

要保護・準要保護児童生徒を対象とした学用品費等の支援

学用品費等の支援

支援の実施 支援の実施 支援の実施

高等学校等奨学のための給付
金事業
（教育庁　教育支援課）

県

低所得世帯の高校生等を対象とした授業料以外の教育費の支援

要件を満たす者からの申請のうち給付を決定した割合（県全体）

100% 100% 100%

経済的に修学困難な高校生等
に対する奨学金事業
（教育庁　教育支援課）

県
国際交流・
人材育成財

団

子どもの貧困対策市町村支援
事業
（こども未来部　こども家庭課）

県

放課後や週末等の児童生徒の
安全・安心な活動拠点支援（放
課後子ども教室）
（教育庁　生涯学習振興課）

県
市町村

小学校区毎に地域人材を活用した安全管理・学習支援を実施

放課後子ども教室数（県全体）（内訳）

127教室
129教室（新規２教
室、継続127教室、累
計129教室）

131教室（新規２教
室、継続129教室、累
計131教室）

ひとり親家庭や低所得世帯へ
の放課後児童クラブ利用料の
軽減
（こども未来部　こども家庭課）

県
市町村

ひとり親等の低所得世帯を対象に放課後児童クラブ利用料の負担
を軽減

支援人数（離島）（累計）

220人 220人（440人） 220人（660人）

経済的に修学困難及び成績要件を満たした高校生等への奨学金の
貸与

要件を満たす者からの申請のうち貸与を決定した割合（県全体）

100% 100% 100%

県外進学大学生支援事業
（教育庁　教育支援課）

県

経済的理由で県外大学への進学が困難な高校生等を支援

採用人数（県全体）（累計）

25人 25人（50人） 25人（75人）
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 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

ひとり親家庭生活支援事業
（こども未来部　女性力・ダイ
バーシティ推進課）

県

ひとり親家庭の住宅支援を中心とした総合的支援

支援世帯数（県全体）（累計）

50世帯 60世帯（110世帯） 60世帯（170世帯）

認可園が利用できないため認
可外保育施設を利用している
ひとり親世帯への支援
（こども未来部　女性力・ダイ
バーシティ推進課）

市町村

ひとり親家庭等認可外保育施設利用料支援

支援の対象となる市町村数（県全体）（内訳）

20市町村
20市町村（継続20市
町村）

20市町村（継続20市
町村）

公営住宅への優先入居
（土木建築部　住宅課）

県

ひとり親家庭等に対する優先入居の支援

県営住宅への優先入居制度の運用

制度の運用 制度の運用 制度の運用

就職困難者等への就労支援
（商工労働部　雇用政策課）

県

特に支援を必要とする就職困難者等に対し、専門の相談員が個々
の課題に応じた個別的・継続的な就労支援を実施

相談件数（県全体）（累計）

15,000件 15,000件（30,000件） 15,000件（45,000件）

就労支援と子どもへの学習支
援
（こども未来部　女性力・ダイ
バーシティ推進課）

県

ひとり親家庭技能習得支援、講座受講中の子どもの一時預かりおよ
び学習支援

支援対象世帯数（県全体）（累計）

100世帯 100世帯（200世帯） 100世帯（300世帯）

ひとり親家庭等の就業促進・自
立促進を図る総合的な支援
（こども未来部　女性力・ダイ
バーシティ推進課）

県

ひとり親家庭等の就業促進・自立促進を図るため就業相談、情報提
供及び地域生活支援

就業相談件数（県全体）（累計）

700件 700件（1,400件） 700件（2,100件）

母子及び父子家庭医療費助成
事業
（こども未来部　女性力・ダイ
バーシティ推進課）

市町村

ひとり親家庭の保護者及び児童への医療費助成

母子及び父子家庭医療費助成の実施市町村数（離島）（内訳）

18市町村
18市町村（継続18市
町村）

18市町村（継続18市
町村）

ひとり親家庭への支援
生活困窮者への支援

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

【施策】
１－（４）－ウ－③
１－（４）－ウ－④
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

子ども・若者育成支援事業
（こども未来部　こども若者政
策課）

県
市町村

沖縄県子ども・若者総合相談センターの運営

子ども・若者が抱える複合的な課題に対応した研修会の開催回数
（県全体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

子ども・若者支援地域協議会
の設置促進
（こども未来部　こども若者政
策課）

県
市町村

民間団体等

市町村における協議会の設置促進

県内市町村における子ども・若者支援地域協議会設置に向けて働
きかけた市町村数（県全体）（累計）

２市町村 ２市町村（４市町村） ２市町村（６市町村）

 450件（1,350件）

【施策】 １－（４）－ウ－⑤ 困難を有する子ども・若者への支援

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

青少年健全育成推進事業
（こども未来部　こども若者政
策課）

県
市町村

青少年の非行防止県民一斉行動の実施

青少年の非行防止県民一斉行動参加者数（県全体）（累計）

14,000人 14,000人（28,000人） 14,000人（42,000人）

生活福祉資金貸付事業費
（生活福祉部　福祉政策課）

県社会福祉
協議会

低所得者等への資金貸付と相談・支援の実施

生活福祉資金貸付件数（県全体）（累計）

450件 450件（900件）

25社 25社（50社） 25社（75社）

正規雇用化に取り組む企業へ
の人材確保支援
（商工労働部　雇用政策課）

県

正規雇用化に取り組む企業に対する専門家派遣による人材確保等
の相談支援

支援企業数（県全体）（累計）

15社 15社（30社） 15社（45社）

生活困窮者自立支援事業
（生活福祉部　保護・援護課）

県
市

生活困窮者に対する自立相談支援機関による就労等の包括的支
援

県窓口の新規相談受付件数（県全体）（累計）

1,102件 1,102件（2,204件） 1,102件（3,306件）

正規雇用化に取り組む企業へ
の専門家派遣
（商工労働部　雇用政策課）

県

正規雇用化に取り組む企業に対する専門家派遣による経営面等の
相談支援

支援企業数（県全体）（累計）
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

要保護児童等家庭養育支援体
制構築事業
（こども未来部　こども家庭課）

県

里親を支援する民間団体への支援体制の構築や養子縁組に取り組
む民間団体への補助による支援

民間による養子縁組件数（県全体）（累計）

２件 ２件（４件） ２件（６件）

こどもの意見表明を受け止め
る体制の構築等
（こども未来部　こども家庭課）

県
市町村

こどもの意見表明を受け止める体制の構築等

こどもの意見表明を受け止める体制の構築等

体制構築に向けた取
組等の実施

体制構築に向けた取
組等の実施

体制構築に向けた取
組等の実施

社会的養護自立支援事業
（こども未来部　こども家庭課）

県

社会的養護の当事者の自立支援

相談支援対応件数（県全体）（累計）

50件 50件（100件） 50件（150件）

被虐待児等地域療育支援事業
（こども未来部　こども家庭課）

県

特別なケアを必要とする要保護児童や家族への支援

児童養護施設等のこころサポート事業相談対応件数（県全体）（累
計）

50件 50件（100件） 50件（150件）

こども家庭センターの設置促進
（こども未来部　こども家庭課）

県
市町村

市町村要保護児童対策地域協議会の体制強化、市町村へのこども
家庭センターの設置促進

こども家庭センターの設置市町村数（県全体）（累計）

９市町村 ９市町村（18市町村） ９市町村（27市町村）

市町村児童相談体制強化事業
（こども未来部　子育て支援課）

県
市町村

家庭訪問支援員への研修実施、養育支援訪問事業実施についての
助言・指導

家庭訪問支援員に対する研修等の実施回数（県全体）（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

こどもの権利尊重及び虐待防
止に関する普及啓発等
（こども未来部　こども若者政
策課）

県
市町村

県民への周知広報（こどもの権利尊重及び虐待防止に向けた各種
講演会等の実施）

こどもの権利に関する普及啓発の取組回数（県全体）（累計）

４件 ４件（８件） ４件（12件）

児童虐待防止対策事業
（こども未来部　こども家庭課）

県
市町村

児童虐待の未然防止、早期発見等に関する取組、児童相談所の体
制強化

県民向け講演会、ワークショップ研修の開催（県全体）（累計）

10回 10回（20回） 10回（30回）
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：

：

27市町村
（R３年度）

10市町村
（R３年度）

16市町村
（離島）

成果指標名 発達障害者の相談窓口を設置している市町村数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

R13年度の目標値

３年毎に策定する沖縄県高齢
者保健福祉計画において設定

【施策項目】
　１－（４）－エ

高齢者・障害者等を支える福祉サービスの充実と
セーフティネットの拡充

成果指標名 福祉施設から地域生活への移行者数

417人
（R３年度）

宮古圏域　435人
八重山圏域　477人

（R３年度）

474人
（県全体）

成果指標名
人口10万人当たりの介護老人福祉施設（地域密着型を含む）及び認知
症高齢者グループホーム定員数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名 介護サービスを受けられる離島数

－
31島

（R３年度）
31島

（離島）
31島

（離島）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

3.0％
（R元年度）

1.8％
（R３年度）

R13年度の目標値

18市町村
（離島）

6％
（県全体）

9％
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

：

：

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

１－（４）－エ　　高齢者・障害者等を支える福祉サービスの充実とセーフティネットの拡充

①　福祉・介護サービスの充実

②　包括的な支援体制の強化

成果指標名
地域福祉計画に包括的な支援体制の整備を位置づけている市町村割
合

成果指標名 公営住宅管理戸数（離島）

81.5％
（R３年度）

86.0％
（R３年度）

※一部離島の市町村を除
く

91.5％
（離島）

※一部離島の市町村を除
く

成果指標名 民生委員の充足率

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

30,132戸
（R２年度）

4,637戸
（R３年度）

4,724戸
（離島）

4,724戸
（離島）

R13年度の目標値

95.2％
（離島）

※一部離島の市町村を除く

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

31.70％
（R３年度）

22.22％
（R３年度）

38.89％
（離島）

50％
（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

老人福祉施設等の整備
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

市町村
社会福祉法

人
民間事業者

介護老人福祉施設（地域密着型を含む）及び認知症高齢者グルー
プホームの整備

創設・改築等支援施設数（県全体）（累計）

８施設 13施設（21施設） ２施設（23施設）

介護に取り組む家族等への福
祉用具等の普及と相談の支援
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

県

福祉用具展示場等を活用した福祉用具及び住宅改修の普及と相談
助言の実施

展示場来館者及び相談者数（県全体）（累計）

1,000人 1,000人（2,000人） 1,000人（3,000人）

福祉人材研修センターにおけ
る研修体制の充実
（生活福祉部　福祉政策課）

県

一部研修コースのオンライン・オンデマンド化による離島や遠隔地に
おける研修体制の充実

離島現地開催・オンライン等による研修等の実施回数（累計）

11回 11回（22回） 11回（33回）

離島地域における安定的な介
護サービス提供体制の確保
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

県
市町村

離島における介護サービス事業の安定的な提供のため、介護サー
ビス事業者の運営費や渡航費へ補助を行った離島市町村に対する
補助

当事業の補助を受けて介護サービスが提供された離島数

21島 21島 21島

離島小規模特養等支援事業
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

県

離島地域に整備されている小規模特別養護老人ホーム等の付属設
備等の修繕

付属設備等の修繕支援施設数（累計）

１施設 １施設（２施設） １施設（３施設）

【施策】 １－（４）－エ－① 福祉・介護サービスの充実

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

離島地域における介護人材の
確保・育成に対する支援
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

県
市町村

事業所が島外や県外から介護人材の確保に要する経費や人材育
成に要する経費を補助

離島地域における介護人材受入の支援人数（累計）

10人 10人（20人） 10人（30人）
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

軽度・中等度難聴児補聴器購
入費助成事業
（生活福祉部　障害福祉課）

県
市町村

軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業を実施する市町村への
支援

軽度・中等度難聴児（18歳未満）の補聴器購入費助成事業を実施す
る市町村数（県全体）（内訳）

30市町村
30市町村（継続30市
町村）

30市町村（継続30市
町村）

精神障害者地域移行・地域定
着促進基金事業
（生活福祉部　障害福祉課）

県

精神障害者地域移行・地域定着を促進するコーディネーターの配置

配置圏域数（県全体）（内訳）

５圏域 ５圏域（継続５圏域） ５圏域（継続５圏域）

障害者相談支援体制整備事業
（生活福祉部　障害福祉課）

県

相談支援体制の整備を推進する相談支援アドバイザーの配置

配置圏域数（県全体）（内訳）

５圏域 ５圏域（継続５圏域） ５圏域（継続５圏域）

重度心身障害者（児）医療費助
成事業
（生活福祉部　障害福祉課）

県
市町村

重度心身障害者（児）医療費助成事業を実施する市町村への支援

重度心身障害者（児）の医療費助成事業を実施する市町村数（離
島）（内訳）

18市町村（継続18市
町村）

18市町村（継続18市
町村）

18市町村（継続18市
町村）

介護保険事業所に対する集団
指導
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

県

介護保険事業所に対する集団指導の実施

介護保険事業所に対する集団指導実施圏域数（離島）（内訳）

５圏域 ５圏域（継続５圏域） ５圏域（継続５圏域）

有料老人ホームに対する集団
指導
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

県

有料老人ホームに対する集団指導の実施

有料老人ホームに対する集団指導実施圏域数（離島）（内訳）

５圏域 ５圏域（継続５圏域） ５圏域（継続５圏域）

障害児者福祉施設整備事業費
（生活福祉部　障害福祉課）

県

社会福祉法人等が行う障害者福祉施設等の整備に要する経費の
一部の補助

改築・修繕助成件数（県全体）（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

介護保険事業所への運営指導
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

県

介護保険事業所に対する定期的な運営指導の実施

介護保険事業所に対する運営指導実施数（県全体）（累計）

200事業所
200事業所（400事業
所）

200事業所（600事業
所）
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】 １－（４）－エ－② 包括的な支援体制の強化

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

日常生活自立支援事業
（生活福祉部　福祉政策課）

県社会福祉
協議会

日常生活自立支援事業の新規契約者の増加

日常生活自立支援事業の新規契約者数（県全体）（累計）

105人 105人（210人） 105人（315人）

障害者の権利擁護に関する取
組
（生活福祉部　障害福祉課）

県

障害を理由とする差別等に対応する広域相談専門員の配置市町村
相談員の技術力向上を目的とした研修の開催

広域相談専門員の配置、市町村相談員等向け研修の実施（県全
体）（累計）

相談専門員２人
研修４回

相談専門員２人（４
人）
研修４回（８回）

相談専門員２人（６
人）
研修４回（12回）

発達障害者支援センター運営
事業
（生活福祉部　障害福祉課）

県

発達障害児（者）及びその家族への適切な指導、助言

相談件数（県全体）（累計）

600件 600件（1,200件） 600件（1,800件）

医療的ケア児等総合支援事業
（生活福祉部　障害福祉課）

県

医療的ケア児及びその家族の支援を総合調整する医療的ケア児等
コーディネーターの配置

配置圏域数（県全体）（内訳）

全域 ５圏域 ５圏域（継続）

障害者就業・生活支援センター
事業
（生活福祉部　障害福祉課）

県

障害者の就業に伴う生活上の相談支援等を行う生活支援担当職員
の配置

就労の定着に係る支援員の配置箇所（県全体）（内訳）

５圏域６箇所
５圏域６箇所（継続５
圏域６箇所）

５圏域６箇所（継続５
圏域６箇所）

地域生活支援事業（専門・広域
的事業）
（生活福祉部　障害福祉課）

県

県内手話通訳者・要約筆記者の養成

登録手話通訳者・要約筆記者の数（県全体）（累計）

12人（164人）  12人（176人） 12人（188人）
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基本施策１－（４）離島医療の充実と健康・福祉の島づくり

コミュニティソーシャルワーカー
の育成・配置
（生活福祉部　福祉政策課）

県社会福祉
協議会

コミュニティソーシャルワーカーの配置促進

コミュニティソーシャルワーカー配置市町村数（県全体）（累計）

28市町村
29市町村（新規１市町
村、継続28市町村、
累計29市町村）

30市町村（新規１市町
村、継続29市町村、
累計30市町村）

災害時要配慮者に対する支援
（生活福祉部　福祉政策課）

県

個別避難計画の作成促進

福祉支援体制構築に向けた専門アドバイザーの派遣市町村数（県
全体）（累計）

５市町村 ５市町村（10市町村） ５市町村（15市町村）

災害時福祉支援体制整備事業
（生活福祉部　福祉政策課）

県

沖縄県災害派遣福祉チーム「ＤＷＡＴおきなわ」の派遣体制の強化

ＤＷＡＴおきなわチーム員数（県全体）（累計）

170人
185人（新規15人、継
続170人、累計185人）

200人（新規15人、継
続185人、累計200人）

災害ボランティアセンター設置
運営研修等支援事業
（生活福祉部　福祉政策課）

県社会福祉
協議会

災害ボランティア活動支援体制の構築

災害ボランティアセンター関連の研修会受講者数（県全体）（累計）

100人 100人（200人） 100人（300人）

成年後見制度の利用促進体制
の整備
（保健医療介護部　地域包括ケ
ア推進課）

県

市町村の成年後見制度に関する取組を支援するため、研修等の実
施

中核機関（権利擁護支援のための地域連携ネットワークの中核とな
る機関）を設置した市町村数（離島）（内訳）

９市町村（新規4市町
村、継続５市町村、累
計９市町村）

13市町村（新規４市町
村、継続９市町村、累
計13市町村）

18市町村（新規５市町
村、継続13市町村、
累計18市町村）

地域住民を見守り、支えるネッ
トワーク形成促進事業
（生活福祉部　福祉政策課）

県

地域の複合化・複雑化した課題に対応する包括的な支援体制の整
備

県内市町村の包括的な支援体制構築に向けた後方支援市町村数
（県全体）（累計）

５市町村
５市町村（10市町
村）

５市町村（15市町
村）

民生委員児童委員活動の推進
（生活福祉部　福祉政策課）

県
市町村

民生委員・児童委員の円滑な活動の支援

民生委員・児童委員の相談・支援件数（離島）（累計）

7,866件
※一部離島の市町村
を除く

7,866件（15,732件）
※一部離島の市町村
を除く

7,866件（23,598件）
※一部離島の市町村
を除く
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市町村等との情報共有等によ
る連携推進
（生活福祉部　福祉政策課）

県

地域福祉担当者会議等の開催による市町村及び市町村社会福祉
協議会との情報共有及び意見交換等による連携推進

地域福祉担当者会議の開催回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

公営住宅整備事業（離島）
（土木建築部　住宅課）
【再掲】

県
市町村

公営住宅整備事業

公営住宅着工戸数（離島）（内訳）

132戸（県：64戸・市町
村：68戸）

139戸（県：新規123
戸、累計187戸・市町
村：新規16戸、累計84
戸）

57戸（県：新規49戸、
累計236戸・市町村：
新規８戸、累計92戸）
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

課題

施策展開の方向性

基本施策の体系

【基本施策】

【施策項目】

エ　地域の安全・安心を支える人材の育成・確保

基本施策

１－（５） 教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

・教育機会及び学習環境の充実に向けては、公平な機会の提供だけではなく、情報通信基盤を活用し
た遠隔教育等、質の高い教育サービスを提供し、各離島における教育・人材育成環境の一層の充実と
高度化を図る必要がある。

・文化の振興に向けては、多様かつ個性豊かな島々の祭祀、伝統芸能・技術、生活文化等を次世代に
継承するため、後継者の育成を図るほか、郷土文化の振興を意図した対外的発信や交流機会の拡大、
産業資源としての新たな利活用等、文化の継承と更なる発展を支える取組の強化・拡充が求められる。

・離島を支える人材の確保や育成に向けては、地域の医療に携わる医師・看護師、福祉に不可欠な保
育士・介護福祉士、環境保全に資する人材等を含む専門人材の確保に重きを置いた取組が重要であ
り、離島が必要とする専門人材にフォーカスしたターゲット型の移住促進策の戦略的推進が求められ
る。

・教育においては、複式学級の教育環境の充実に向けた支援、校舎や寄宿舎等の改築・改修等、地域
の実情に応じた教育環境の整備を通じて、都市部等との格差是正を含む公平な機会提供に取り組むほ
か、ICT を活用した遠隔教育を推進し、質の高い教育サービスの提供に取り組むとともに、キャリア教育
の推進等、離島における教育機会及び学習環境の充実を図る。

・生涯学習においては、おきなわ県民カレッジ講座の実施や学習成果の適正な評価、 遠隔講義配信シ
ステムの利用促進、文化芸術活動の推進等により、主体的な学びのための機会づくりや学びを支える
環境の充実に取り組む。

・文化振興については、多様かつ個性豊かな島々の祭祀、伝統芸能・技術、生活文化等を次世代に継
承するために、市町村、文化関係機関、大学等との連携のもと、伝統的行事の調査研究、文化的遺産
の伝承・復元、後継者や担い手の育成・確保を図るほか、郷土文化の振興を意図した対外的発信・交
流機会の拡大等、文化の継承及び更なる発展を支える環境づくりを拡充する。

・地域を支える人材の確保や育成に向けては、 地域の福祉に不可欠な介護福祉士や保育士、医師・看
護師、環境保全に資する人材等を含む専門人材の確保に取り組む。

１－（５）　教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

ア　公平な教育環境の確保とICT教育等の充実

イ　生涯学習機会の充実

ウ　多様かつ個性豊かな島々の文化や生活様式の継承・発展・普及
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

協働が期待される主体と役割

・子どもの交流・体験活動実施や居場所づくり
・生涯学習プログラムの充実に向けた協力
・地域を支える人材の育成、交流促進、情報提供

・社会ニーズに対応した特色ある教育プログラムの実践
・生涯学習プログラムの充実に向けた支援

県民

協働主体名

市町村

教育機関、研究機関等

関係団体

事業者

・生涯学習プログラムの充実に向けた支援
・地域活動・課外活動への支援制度拡充
・小中学校におけるICT環境の充実
・図書館等社会教育施設の整備や推進体制の充実
・地域づくりを担う人材の確保・育成
・環境保全活動の実施、支援

・子どもの交流・体験活動実施や居場所づくり
・地域で子どもたちを見守る雰囲気の醸成
・地域活動・課外活動の実施
･学習支援などの活動の推進
・小中学校におけるIT環境の充実
・生涯学習プログラムの充実に向けた協力
・環境保全活動の実施

期待される役割

ボランティア、NPO、
地域団体等

・生涯学習プログラムへの興味・参加
・地域の子どもたちの交流・体験活動実施等への参画、協力
・文化芸術の鑑賞や親しむ機会への参加
・地域の子どもたちを見守る意識の向上
・学校、地域の取組への理解と参加
・ICT機器に触れる機会の創出
・環境保全活動への参加

・地域の教育活動への参画、支援
・学校、地域の学習活動への支援
・情報教育に対する協力・支援
・インターンシップなどキャリア教育活動に対する支援
・生涯学習プログラムの充実に向けた協力
・環境保全活動への参加、実施

-80-



基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：

：

R13年度の目標値

-6.4ポイント
（R３年度）

－
-3.2ポイント
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

±0ポイント
（県全体）

【施策項目】
　１－（５）－ア

R13年度の目標値

66.0％
(R３年度)

65.4％
(R３年度)

86.0％
（離島）

公平な教育環境の確保とICT教育等の充実

成果指標名

91.0％
（離島）

複式学級への非常勤講師の派遣割合

100％
（県全体）

成果指標名 公立学校耐震化率

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

R９年度の目標値 R13年度の目標値

96.8％
（R３年度）

－
100％

（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

1.0人/台
（離島）

進路決定率　全国平均との差（高校）

離島の現状
（基準値）

成果指標名 離島高校生の教育用コンピュータ１台当たりの生徒数

1.6人/台
（R３年度）

1.1人/台
（R３年度）

1.0人/台
（離島）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

R９年度の目標値

成果指標名
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

図書館未設置離島の読書環境の格差改善を図るため、一括貸出を
実施

複式学級の教育環境の充実
（教育庁　学校人事課）

①　複式学級の教育環境の充実に向けた支援

②　校舎・寄宿舎等の改築・改修

③　ICT 教育の充実

④　キャリア教育の推進

【施策】 １－（５）－ア－①

15,000冊（42,520冊）

離島児童生徒支援センターの
管理運営
（教育庁　教育支援課）

県

離島児童生徒支援センターの運営

支援センター入寮者数

120人 120人 120人

離島高校生修学支援事業
（教育庁　教育支援課）

県
市町村

高校未設置離島出身の生徒を対象に居住費、通学費を支援

実施市町村への補助実施率

100% 100%

16学級（新規２学級、
継続14学級、累計18
学級）

100%

学校体育団体補助事業
（教育庁　保健体育課）

県

離島生徒が県内・県外大会に参加する際の派遣費補助

離島中高生の大会派遣費補助人数（累計）

2,200人 2,200人（4,400人） 2,200人（6,600人）

県

小学校の複式学級へ非常勤講師を派遣

16学級（新規２学級、
継続14学級、累計20
学級）

離島読書支援事業の実施
（教育庁　生涯学習振興課）

県
市町村

関係団体
一括貸出の貸出冊数（累計）

13,340冊 14,180冊（27,520冊）

16学級

１－（５）－ア　公平な教育環境の確保とICT 教育等の充実

活動指標（アウトプット）

R７ R８

実施
主体

年度別計画

R９

複式学級の教育環境の充実に向けた支援

複式学級に対して非常勤講師等を派遣した学級数（県全体）（内訳）

主な取組
（アクティビティ）
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

ネットワーク環境整備
（教育庁　教育DX推進課）

県

県立学校の特別教室のネットワーク整備

無線LAN整備率（県全体）

70% 75% 80%

ＩＣＴ活用環境整備
（教育庁　教育DX推進課）

県

学習者用端末購入者への支援

端末購入者に対する補助金交付の割合（県全体）

100% 100% 100%

【施策】 １－（５）－ア－③ ICT教育の充実

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

100%

高等学校施設整備事業
（教育庁　施設課）
【再掲】

県

老朽化した高等学校施設の改築を推進
改築の際にトイレの洋式化やバリアフリー化を併せて実施

改築面積（累計）（県全域で算出）

2,843㎡ 4,552㎡（7,395㎡） 4,584㎡（11,979㎡）

高等学校施設塩害防止・長寿
命化事業
（教育庁　施設課）

県

安全で環境に配慮した教育基盤を整備するため、県立学校施設の
外壁改修及び屋根防水改修を計画的に実施

長寿命化対策工事実施率（累計）（県全域で算出）

3.88% 5.54％（9.42％） 5.82％（15.24％）

99.6% 99.8%

15市町村（継続15市
町村）

学校給食費無償化支援事業
（教育庁　保健体育課）

県
市町村

沖縄県学校給食費無償化支援事業を実施する市町村への支援

学校給食費支援実施市町村数（離島）（内訳）

15市町村
15市町村（継続15市
町村）

【施策】 １－（５）－ア－② 校舎・寄宿舎等の改築・改修

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

公立小中学校施設整備事業
（教育庁　施設課）
【再掲】

県
市町村

設置主体の市町村と連携して旧耐震基準で建設された老朽校舎の
解消及び施設環境の向上への取組

危険建物の改築実施率（県全域で算出）
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

学力向上学校支援（中学校）
（教育庁　義務教育課）

県

県教育庁指導主事による学校訪問の実施

小学校・中学校合わせた学校訪問数（県全体）（累計）

150校 150校（300校）  150校（450校）

公立学校教育DX推進研究指
定校事業
（教育庁　教育DX推進課）

県

授業や家庭学習にオンライン学習システムを導入して活用方法を
研究し、本県児童生徒の学力向上のモデルを構築

実施クラス数（県全体）（累計）

－

小学校18クラス、
中学校18クラス、
高等学校18クラス、
特別支援学校18クラ
ス

小学校18クラス、
中学校18クラス、
高等学校18クラス、
特別支援学校18クラ
ス（小学校36クラス、
中学校36クラス、
高等学校36クラス、
特別支援学校36クラ
ス）

学力向上学校支援（小学校）
（教育庁　義務教育課）

県

県教育庁指導主事による学校訪問の実施

小学校・中学校合わせた学校訪問数（県全体）（累計）

150校 150校（300校）  150校（450校）

校務のデジタル化
（教育庁　教育DX推進課）

県

校務の省力化に向けた取組

校務支援システム整備率

100% 100% 100%

デジタル教材の充実
（教育庁　教育DX推進課）

県

デジタル教材充実に向けた取組

学習者用デジタル教科書整備率（県全体）

10% 20% 40%

ＩＣＴ教育研修（離島）
（教育庁　教育DX推進課）

県
市町村

授業におけるＩＣＴ活用、校務の情報化、情報モラル教育、情報セ
キュリティ等に係る研修の実施

離島の学校からの研修参加者

１人/１校 １人/１校 １人/１校

児童生徒がICTに触れる機会
の推進
（教育庁　教育DX推進課）

県

プログラミング、パソコン組み立て、先端的なソフトウェアの活用研
修の実施

研修参加人数（県全体）（累計）

130人 140人（270人） 140人（410人）
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 成果指標（初期アウトカム）

：

【施策項目】
　１－（５）－イ

生涯学習機会の充実

成果指標名 県・市町村における生涯学習講座の受講者数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

新規高卒者の就職内定率の向
上及び早期離職防止に向けた
支援
（教育庁　県立学校教育課）

県

各校に応じた就職支援体制を整備・構築し、就職希望者に対する早
期の就職活動への取組

①就職希望者研修（２年）受講人数（宮古・石垣・久米島地区）（累
計）
②就職内定者研修（３年）受講人数（宮古・石垣・久米島地区）（累
計）

①就職希望者研修（２
年）60人
②就職内定者研修（３
年）50 人

①就職希望者研修（２
年）60人（120人)
②就職内定者研修（３
年）50人（100人）

①就職希望者研修（２
年）60人（180人）
②就職内定者研修（３
年）50人（150人）

情報教育の充実
（教育庁　教育DX推進課）

県

情報技術の進展に的確に対応した研修の実施

教科「情報」に関する研修参加率（離島）

100% 100% 100%

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

キャリア教育研修の実施
（教育庁　義務教育課）

県

教育事務所単位でのキャリア教育に関する研修会の実施
（９年間の学びを繋ぐ小中キャリア充実事業）

各教育事務所単位のキャリア教育に関する研修会数（県全体）（累
計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

【施策】 １－（５）－ア－④ キャリア教育の推進

44,685人
（R３年度）

－
174,000人
（県全体）

182,000人
（県全体）
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

：

：

：

：

：成果指標名 学校公演鑑賞後に組踊・沖縄伝統芸能を理解した児童生徒の割合

86％
（県全体）

90％
（県全体）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

社会教育施設（青少年の家）利用者数

成果指標名 県が支援した文化芸術関連イベントの参加者数

920千人
（R３年度）

22千人
（R３年度）

55千人
（離島）

61千人
（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

895千人
（R３年度）

104千人
（R３年度）

326千人
（離島）

456千人
（離島）

成果指標名 生涯学習講座のサテライト施設数

84％
（R３年度）

－

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

11施設
（R３年度）

６施設
（R３年度）

17施設
（県全体）

21施設
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

46,808人
（R３年度）

－
542,000人
（県全体）

615,000人
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

成果指標名 公民館等の利用者延べ人数

成果指標名
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

おきなわ県民カレッジ講座の
実施
（教育庁　生涯学習振興課）

県

国、県、市町村、高等教育機関等と連携・協働し、おきなわ県民カ
レッジ講座を実施

おきなわ県民カレッジ講座実施数（県全体）（累計）

900講座 905講座（1,805講座） 910講座（2,715講座）

遠隔講義配信システムの充実
（教育庁　生涯学習振興課）

県

離島や遠隔地の居住者を含む県民の学習機会を拡充

オンデマンド動画配信数（県全体）（累計）

30回 31回（61回） 32回（93回）

生涯学習推進組織の活性化
（教育庁　生涯学習振興課）

県
市町村

生涯学習推進の課題等について提言等を行う市町村の社会育委
員の会議の開催を促進

年２回以上社会教育委員の会議を開催する市町村数（県全体）（内
訳）

25市町村
26市町村（新規１市町
村、継続25市町村、
累計26市町村）

27市町村（新規１市町
村、継続26市町村、
累計27市町村）

生涯学習情報提供体制の整備
（教育庁　生涯学習振興課）

県

国、県、市町村、高等教育機関等の生涯学習情報を収集・体系化
し、ウェブサイト「まなびネットおきなわ」を通して広報

国、県、市町村、高等教育機関等の生涯学習情報登録数（県全体）
（内訳）

595件（新規595件） 600件（新規600件） 605件（新規605件）

【施策】
１－（５）－イ－①
１－（５）－イ－②
１－（５）－イ－③

おきなわ県民カレッジ講座の実施
学習成果の適正な評価
遠隔講義配信システムの利用促進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

１－（５）－イ　　生涯学習機会の充実

①　おきなわ県民カレッジ講座の実施

②　学習成果の適正な評価

③　遠隔講義配信システムの利用促進

④　文化芸術活動の推進
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

青少年文化活動事業費
（教育庁　文化財課）

県

中学校・高等学校生徒の大会派遣費補助

中学校・高等学校生徒の大会派遣費補助人数（県全体）（累計）

2,000人 2,000人（4,000人） 2,000人（6,000人）

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

文化振興事業費
（教育庁　文化財課）

国
県

児童生徒に対する芸術鑑賞機会の提供

芸術鑑賞実施校数（県全体）（累計）

70校 70校（140校） 70校（210校）

青少年教育施設の整備
（教育庁　生涯学習振興課）

県
市町村

施設や設備等の整備による県立青少年の家の環境改善

環境改善を図る施設数（離島）（内訳）

２施設 ２施設（継続２施設） ２施設（継続２施設）

【施策】 １－（５）－イ－④ 文化芸術活動の推進

社会教育指導者研修会
（教育庁　生涯学習振興課）

県

多様な学習活動を支える社会教育指導者の養成

研修会の開催数（県全体）（累計）

７回 ７回（14回） ７回（21回）

社会教育施設の運営充実
（教育庁　生涯学習振興課）

県
市町村

公民館関係者の資質向上

公民館関係者研修会等の実施（県全体）(累計)

２回 ２回（４回） ２回（６回）

おきなわ県民カレッジ奨励賞
の授与
（教育庁　生涯学習振興課）

県

多様な生涯学習により得られる学習の適正な評価

奨励賞受賞者数（県全体）（累計）

20人 20人（40人） 20人（60人）

青少年教育施設の運営充実
（教育庁　生涯学習振興課）

県

青少年教育施設関係者の資質向上

青少年教育施設関係者研修会等の開催数（県全体）

５回 ５回（10回） ５回（15回）
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 成果指標（初期アウトカム）

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

成果指標名 市町村文化協会会員数

１－（５）－ウ　　多様かつ個性豊かな島々の文化や生活様式の継承・発展・普及

①　島々で育まれた伝統芸能・文化及び生活様式の保存・継承・発展

②　島々の伝統芸能・文化及び生活様式に対する国内外の理解促進

11,844名
（R３年度）

1,782名
（R３年度）

1,932名
（離島）

1,932名
（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

離島地域における文化芸術体験機会の提供

離島地域における文化芸術体験機会の提供数（累計）

１公演 １公演（２公演）

【施策項目】
　１－（５）－ウ

多様かつ個性豊かな島々の文化や生活様式の継承・発展・普及

１公演（３公演）

離島地域における文化芸術体
験機会の提供
（文化観光スポーツ部　文化振
興課）

県

しまくとぅば学習活動の実施
（小学校・中学校）
（教育庁　義務教育課）

県

「しまくとぅば読本」や「しまくとぅばの日」など、しまくとぅば学習活動に
関連する情報の周知及び推進

学校の教育活動における、しまくとぅばに関連する学習活動の実施
状況の割合（県全体）

小学校 84％
中学校 87％

小学校 87％
中学校 89％

小学校 90％
中学校 91％

県立博物館・美術館「移動博物
館」の開催
（文化観光スポーツ部　文化振
興課）

県
指定管理者

地域ゆかりの作品・文化財等の展示計画・実施

離島・本島遠隔地における移動展の来場者数（県全体）（累計）

100人 100人（200人） 100人（300人）

しまくとぅば学習活動の実施
（高等学校）
（教育庁　県立学校教育課）

県

高等学校におけるしまくとぅば学習活動の推進及び関連する情報の
周知

高等学校の教育活動におけるしまくとぅばに関連する学習活動の実
施状況の割合（県全体）

68％ 70％ 71％
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

沖縄の伝統的な食文化の普及
啓発
（文化観光スポーツ部　文化振
興課）

県
関係団体

沖縄の伝統的な食文化に関する情報発信・普及啓発

琉球料理伝承人出前講座の参加者数（県全体）（累計）

100人 100人（200人） 100人（300人）

指定文化財工芸技術等の保持団体・保存会等における伝承者養成
事業の実施

伝承者養成事業の実施件数（累計）

埋蔵文化財の発掘調査
（教育庁　文化財課）

県
市町村

埋蔵文化財の表面踏査や試掘・確認調査及び記録保存調査の実
施

文化庁補助による埋蔵文化財緊急調査事業件数（離島）（累計）

３件 ３件（６件） ３件（９件）

琉球料理伝承人の育成・フォ
ローアップ
（文化観光スポーツ部　文化振
興課）

県

沖縄の伝統的な食文化の担い手となる人材（琉球料理伝承人）の
育成講座・フォローアップ講座の実施

講座参加人数（県全体）（累計）

70人 70人（140人） 70人（210人）

地域や島でのシンポジウムや
座談会の開催
（文化観光スポーツ部　文化振
興課）

県

県内各地で受け継がれる伝統文化の情報収集・発信・提供

地域や離島でのシンポジウム・座談会の開催回数（県全体）（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

史跡等の保存活用計画、整
備、買い上げ事業
（教育庁　文化財課）

市町村

専門家による委員会の開催、保存活用計画や整備計画及び整備
事業の実施

文化庁補助による整備事業件数（離島）（累計）

７件 ７件（14件） ７件（21件）

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

地域伝統芸能を集めた公演
（文化観光スポーツ部　文化振
興課）

県

県内各地で受け継がれる伝統文化の情報収集・発信・提供

国立劇場おきなわにおける伝統芸能を集めた公演数、１公演あたり
の取り扱い地域数（離島）（累計）

１公演、１地域
１公演、１地域（２公
演、２地域）

１公演、１地域（３公
演、３地域）

【施策】 １－（５）－ウ－①
島々で育まれた伝統芸能・文化及び
生活様式の保存・継承・発展

４件 ４件（８件） ４件（12件）

無形文化財工芸技術の保持団
体・保存会等の伝承者養成事
業の実施

国
県
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

成果指標名 介護支援専門員の養成数（累計）

沖縄県の現状
（基準値）

成果指標名 保育従事者数

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

6,751人
（R３年度）

－
7,250人

（県全体）
7,610人

（県全体）

文化資源を活用した沖縄観光
の魅力アップに関する取組
（文化観光スポーツ部　文化振
興課）

県

文化資源を活用した体験プログラムの構築・実施

文化体験プログラムの実施回数（県全体）（累計）

10回 10回（20回） 10回（30回）

【施策項目】
　１－（５）－エ

地域の安全・安心を支える人材の育成・確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

「琉球歴史文化の日」に関する
周知啓発の取組
（文化観光スポーツ部　文化振
興課）

県
市町村

民間団体

歴史・文化関連事業及び催物の開催

歴史・文化関連事業及び催物件数（県全体）（累計）

100件 110件（210件） 120件（330件）

【施策】 １－（５）－ウ－②
島々の伝統芸能・文化及び
生活様式に対する国内外の理解促進

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

11,454人
（R４年度）

976人
（R３.４.１）

※一部離島の市町村を除
く

1,154人
（離島）

※一部離島の市町村を除
く

1,210人
（離島）

※一部離島の市町村を除く
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

：

：

：

：

：成果指標名 景観形成人材育成講習会等参加人数（累計）

132.3人
（離島）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

13,458人
（R４年度）

－
46,600人
（県全体）

66,600人
（県全体）

成果指標名 環境啓発活動参加延べ人数【再掲】

149.4人
（R４年)

98.8人
（R２年)

118.8人
（離島）

R13年度の目標値

－ －
1,800人

（県全体）
3,000人

（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

人口10万人当たりの医療施設に従事する医師数

成果指標名 人口10万人当たりの看護師就業者数

R13年度の目標値

県平均 257.2人
（R２年）

宮古 174.1人
八重山 189.7人

（R２年）

県平均との差を縮小
（宮古・八重山）

県平均との差を縮小
（宮古・八重山）

成果指標名

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

1332.4人
（県全体）

1453.2人
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

成果指標名 人口10万人当たりの薬局・医療施設に従事する薬剤師数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

1,205.3人
（R４年)

－
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

介護役職者の資質向上
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

県

経営者及び管理職等を対象に、経営の安定及び職員の定着に着
目したマネジメント研修を実施

マネジメント研修受講者数（県全体）（累計）

100人 100人（200人） 100人（300人）

介護職の認知症介護技術の向
上
（保健医療介護部　地域包括
ケア推進課）

県

介護従事者に対して、認知症高齢者に対する介護技術の向上を目
的とした研修を実施

認知症介護研修受講者数（県全体）（累計）

1,000人 650人（1,650人） 350人（2,000人）

県

介護支援専門員に対して、養成の段階で行われる実務研修や現任
者を対象とした更新研修等の法定研修を体系的に実施

介護支援専門員実務研修修了者数（県全体）（累計）

90人 90人（180人） 90人（270人）

訪問介護員等の育成
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

県

訪問介護事業所におけるサービス提供責任者及び訪問介護員等
に対し、現場のニーズに対応するために必要な知識・技術に関する
研修を実施

研修受講者数（県全体）（累計）

120人 120人（240人） 120人（360人）

①　福祉・介護人材の育成・確保

②　保育士等の育成・確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

介護支援専門員(ケアマネ
ジャー)の育成及び確保
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

１－（５）－エ　　地域の安全・安心を支える人材の育成・確保

③　医師・看護師等の安定的な確保

④　環境人材の育成・確保

⑤　景観・風景づくりに係る人材育成・確保

【施策】 １－（５）－エ－① 福祉・介護人材の育成・確保
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

子ども・子育て支援体制整備
総合推進事業
（こども未来部　子育て支援
課）
【再掲】

県
市町村

幼児教育・保育施設の職員の資質向上のための研修事業の実施

保育士キャリアアップ研修の受講者数（県全体）（累計）

4,000人（16,000人） 4,000人（20,000人） 4,000人（24,000人）

潜在保育士を含む保育士の確
保
（こども未来部　子育て支援
課）
【再掲】

県
市町村

合同説明会や見学ツアー等による潜在保育士への復職支援

就職した潜在保育士数（離島）（累計）

17人（79人）
※一部離島の市町村
を除く

17人（96人）
※一部離島の市町村
を除く

17人（113人）
※一部離島の市町村
を除く

【施策】 １－（５）－エ－② 保育士等の育成・確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

離島地域における介護人材の
確保・育成に対する支援
（保健医療介護部　高齢者介
護課）
【再掲】

県
市町村

事業所が島外や県外から介護人材の確保に要する経費や人材育
成に要する経費を補助

離島地域における介護人材受入の支援人数（累計）

10人 10人（20人） 10人（30人）

介護福祉士修学資金等貸付事
業
（生活福祉部　福祉政策課）

県社会福祉
協議会

介護福祉士の取得を目指す学生や介護分野へ転職する者等へ修
学資金や就職支援金等の貸し付け

貸し付け利用人数（県全体）（累計）

260人 260人（520人） 260人（780人）

福祉人材研修センター事業
（生活福祉部　福祉政策課）

県

福祉人材の専門的知識・技術及び意欲を高め、県民のニーズに対
応した適切な福祉サービスを提供することを目的とした社会福祉事
業従事者向け研修の実施

人材研修コース数（県全体）（内訳）

18コース
18コース（継続18コー
ス）

18コース（継続18コー
ス）

介護事業所における労働環境
改善・生産性向上に対する支
援
（保健医療介護部　高齢者介
護課）

県

介護ロボット又はICTを導入する沖縄県内の介護事業者に対して、
導入に係る経費経費の一部を補助

支援対象事業所数（県全体）（累計）

20事業所 20事業所（40事業所） 20事業所（60事業所）
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

県立病院専攻医養成事業
（保健医療介護部　医療政策
課）
【再掲】

県

県立病院で専攻医を養成し、医師確保が難しい離島・へき地地域
へ派遣

専攻医派遣数（県全体）（累計）

11人 11人（22人） 11人（33人）

自治医科大学学生派遣事業
（保健医療介護部　医療政策
課）
【再掲】

県

自治医科大学に沖縄県出身者を派遣・修学させ、卒業後に離島・へ
き地医療に従事

離島・へき地診療所勤務医師数（県全体）（累計）

５人 ５人（10人） ５人（15人）

医師修学資金等貸与事業
（保健医療介護部　医療政策
課）
【再掲】

県

卒業後の一定期間、離島・北部の医療機関での勤務を義務付けた
地域枠学生等に対する修学資金等の貸与

医師修学資金等の貸与件数（県全体）（累計）

113件 113件（226件） 113件（339件）

指導医育成プロジェクト事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県
琉球大学

指導医を育成する教育研修体制の充実を図るため、県内で指導医
を目指す若手医師に対し指導医育成研修プログラムを実施

研修プログラム参加医師数（県全体）（累計）

６人 ６人（12人） ６人（18人）

医学臨床研修プログラム事業
（保健医療介護部　医療政策
課）

県

総合診療能力を有する医師を育成するため、ハワイ大学による指
導医招聘や質の高い医師臨床研修プログラムを実施

指導医招聘数（県全体）（累計）

10人 10人（20人） 10人（30人）

【施策】 １－（５）－エ－③ 医師・看護師等の安定的な確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

保育士の定着に向けた処遇・
労働環境の改善
（こども未来部　子育て支援
課）

県
市町村

保育士の正規雇用化、年休・休憩取得への支援

各年の４月１日における保育士の正規雇用率（県全体）

79.6％ 80％ 80％

保育士の処遇改善・業務改善
事業
（こども未来部　子育て支援
課）

県
市町村

保育所におけるＩＣＴ導入への支援

ICT導入の補助を受けた施設数（県全体）（累計）

66施設（264施設） 66施設（330施設） 66施設（396施設）
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

特定町村人材確保対策事業
（保健医療介護部　保健医療
総務課）

県
町村

離島へき地における効果的な保健活動についての研修や、現地で
の事業を通した現任教育等の実施

保健師未配置の町村数（県全体）（内訳）

０ヵ所 ０ヵ所（継続） ０ヵ所（継続）

薬剤師確保対策事業
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）

県
沖縄県薬剤

師会

全国の薬科大学等における就職斡旋等の説明会の実施
県内での就業を条件とした奨学金返還額の一部助成

説明会等回数（県全体）（累計）
助成人数（県全体）（累計）

４回
20名

４回（８回）
20名（40名）

４回（12回）
20名（60名）

認定看護師の育成事業
（保健医療介護部　保健医療
総務課）

県

県内の看護の質の向上を図るため、特定の看護分野において、熟
練した看護技術と知識を用いた、水準の高い看護を実践できる認
定看護師等を育成

認定看護師養成数（県全体）（累計）

10人 10人（20人） 10人（30人）

離島診療所代替看護師支援事
業
（保健医療介護部　保健医療
総務課）
【再掲】

県
町

離島診療所における医療の確保を図るため、県立及び町立離島診
療所に配置された看護師が研修への参加等により不在になる期間
の代替看護師による支援に対する補助

代替看護師による離島診療所支援日数（累計）

420日 420日（840日） 420日（1,260日）

県内就業准看護師の進学支援
事業
（保健医療介護部　保健医療
総務課）

県

看護の質の向上を図るため、県内で就業する准看護師が県外看護
学校の通信制２年課程で学び、面接授業に参加する際の渡航費を
補助し進学を支援

渡航費補助件数（県全体）（累計）

10件 10件（20件） 10件（30件）

新人看護職員研修事業
（保健医療介護部　保健医療
総務課）

県
医療機関

看護の質の向上及び早期離職防止を図るため、新人看護職員が
基本的な臨床実践能力を獲得するための研修等の実施

新人看護職員の卒後臨床研修受講人数（県全体）（累計）

580人 580人（1,160人） 580人（1,740人）

へき地医療支援機構運営事業
（保健医療介護部　医療政策
課）
【再掲】

県

離島・へき地医療機関での勤務を希望する医師の登録及び情報提
供

ドクターバンク登録医師数（県全体）（累計）

15名 15名（30名） 15名(45名）

看護師等修学資金貸与事業費
（保健医療介護部　保健医療
総務課）

県

県内の看護職員（保健師、看護師、助産師、准看護師）の確保、資
質の向上のため、卒業後、県内の看護職員の確保が困難な施設で
看護業務に従事しようとする者に修学資金を貸与

修学資金貸与件数（県全体）（累計）

95件 95件（190件） 95件（285件）

県立病院医師確保支援事業
（保健医療介護部　医療政策
課）
【再掲】

県

離島・へき地の県立中核病院及び県立離島診療所確保事業等へ
の支援

県立北部・宮古・八重山病院が確保した専門医師数

19名 19名（継続19名） 19名（継続19名）
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

児童生徒への啓発
（環境部　自然保護課）
【再掲】

県

世界自然遺産地域での環境教育の実施

小中学生を対象とした自然体験型環境学習の開催数（離島）（累
計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

民生部門における普及啓発活
動
（環境部　環境再生課）
【再掲】

県
民間

沖縄県地球温暖化防止活動推進センターや沖縄県地球温暖化防
止活動推進員等による普及啓発活動の推進

普及啓発活動の実施回数（県全体）（累計）

50回 50回（100回） 50回（150回）

ごみ減量化推進事業
（環境部　環境整備課）
【再掲】

県

ごみ減量に関する県民意識向上のための普及啓発活動等の実施

ごみ減量に関する啓発活動の実施数（県全体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

環境保全啓発事業（出前講座
等による環境保全活動の促
進）
（環境部　環境再生課）
【再掲】

県

沖縄県地域環境センターによる環境保全普及啓発活動の実施

出前講座等の活動回数（県全体）（累計）

72回 74回（146回） 76回（222回）

ちゅら島環境美化促進事業
（普及啓発）
（環境部　環境整備課）
【再掲】

県

環境美化に関する県民意識向上のための普及啓発活動等の実施

環境美化に関する啓発活動の実施数（県全体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

環境保全啓発事業（環境ボラ
ンティアマッチングの促進）
（環境部　環境再生課）
【再掲】

県

地域課題ニーズとボランティアのマッチングに係る実施状況を踏ま
えた環境ボランティアセンターの設置の検討

ボランティアマッチングの実施件数（県全体）（累計）

20件 25件（45件） 30件（75件）

がん薬物療法認定薬剤師等の
資格取得に対する支援
（保健医療介護部　薬務生活
衛生課）

県
沖縄県薬剤

師会

認定薬剤師等の資格を取得するためにかかる費用の助成

助成人数（県全体）（累計）

15名 15名（30名） 15名（45名）

【施策】 １－（５）－エ－④ 環境人材の育成・確保
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基本施策１－（５）教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

沖縄らしい風景づくり支援事業
（景観行政の推進）
（土木建築部　都市計画・モノ
レール課）
【再掲】

県
市町村

景観行政団体移行促進、景観計画策定等支援

景観まちづくりシンポジウム参加者数（県全体）（累計）

200人 200人（400人） 200人（600人）

古民家の保全・継承に関する
情報提供
（土木建築部　住宅課）
【再掲】

県

技術者育成支援事業での周知活動

講習会の開催回数（県全体）（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

【施策】 １－（５）－エ－⑤ 景観・風景づくりに係る人材育成・確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

地下水等の有効利用の促進
（企画部　地域・離島課）
【再掲】

県 リーフレット等の配布部数（県全体）（累計）

18,900部 18,900部（37,800部） 18,900部（56,700部）

水を大切に使う社会を実現するため、県民及び小学生へ地下水の
有効利用等に関する普及啓発資料を配布
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基本施策１－（６）多様な主体の参画と連携による共助・共創の地域づくり

課題

施策展開の方向性

基本施策の体系

【基本施策】

【施策項目】

協働が期待される主体と役割

事業者

ボランティア、NPO、
地域団体等

県民

協働主体名

基本施策

１－（６） 多様な主体の参画と連携による共助・共創の地域づくり

・住民の減少や高齢化が進行している島々の実状、また、2030年以降において加速化が予測されてい
る離島地域の人口減少傾向を踏まえ、地域社会の存続に不可欠な集落機能の維持を図る必要があ
る。

・相互扶助の精神で支えられた共同体の存続と活性化を図るため、地域を支える各種活動等への住民
参加を中心に、行政、団体、企業を含む多様なステークホルダーの交流と連携を強化することが重要で
ある。

・離島市町村と地域住民や企業、団体、NPO 等を含む多様な主体・ステークホルダーが連携した活動
や、生活圏内において機能・サービスを確保・集約する「小さな拠点づくり」を促進し、共助・共創型の地
域づくりに取り組むとともに、これらの取組について情報発信・共有を行い、地域づくり活動の横展開を
図る。

関係団体

市町村

１－（６）　多様な主体の参画と連携による共助・共創の地域づくり

ア　地域づくり活動の推進

・地域づくり団体、ＮＰＯ法人等との協働事業の推進
・地域づくり団体、ＮＰＯ法人等に関する情報発信
・地域づくりを担う人材の確保・育成

・地域づくり団体の活動情報の収集や発信
・地域を支える人材の育成、交流促進、情報提供

・地域づくり団体、ＮＰＯ法人等への理解と支援
・事業者の専門性を活かした地域活動への参加・協働

・地域における課題の把握
・他団体との交流促進など地域活動の活性化及び活動体制づくり
・団体の強みを活かした地域活動への参画・協働

・地域づくり活動、地域の課題解決に向けた活動への主体的な参画
・地域づくり団体、ＮＰＯ法人等の取組への理解と支援
・個々が有する知識や能力を活かした地域活動への参画・協働

期待される役割
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基本施策１－（６）多様な主体の参画と連携による共助・共創の地域づくり

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

NPOと県との協働事業数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

850法人
（県全体）

①　地域おこし協力隊制度等の普及・啓発

②　地域課題の解決に取り組む住民主体の活動の促進

③　地域づくりに係る取組の効果的発信及び情報の共有

１－（６）－ア　地域づくり活動の推進

R13年度の目標値

473事業
（R３年度）

－
667事業
（県全体）

820事業
（県全体）

成果指標名 NPO認証法人数

R９年度の目標値 R13年度の目標値

地域おこし協力隊・
地域プロジェクトマ
ネージャー数 60人

（累計421人）
（R３年度）

R９年度の目標値

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

773法人
（R３年度）

沖縄県の現状
（基準値）

地域おこし協力隊・
地域プロジェクトマ
ネージャー数 45人

（累計215人）
（令和２年度）

地域おこし協力隊・
地域プロジェクトマ
ネージャー数 38人

（累計291人）
（離島）

地域おこし協力隊・
地域プロジェクトマ
ネージャー数 38人

（累計329人）
（離島）

902法人
（県全体）

成果指標名

－

成果指標名 地域おこし協力隊・地域プロジェクトマネージャー数

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

【施策項目】
　１－（６）－ア

地域づくり活動の推進
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基本施策１－（６）多様な主体の参画と連携による共助・共創の地域づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

「おきなわSDGsプラットフォー
ム」の創設による多様な連携と
協働の促進
（企画部　企画調整課）

市町村
企業・団体

県民等

SDGs達成及び地域課題解決に向けた多様な主体の参画

「おきなわSDGsプラットフォーム」会員数（県全体）（累計）

200会員
200会員
（400会員）

200会員
（600会員）

地域ボランティアの養成
（生活福祉部　福祉政策課）

県社会福祉
協議会

ボランティア活動の普及促進

県内市町村社会福祉協議会へ登録しているボランティア団体数（県
全体）（累計）

790団体
810団体（新規20団
体、継続790団体、累
計810団体）

830団体（新規20団
体、継続810団体、継
続830団体）

ＮＰＯ等市民活動の促進
（生活福祉部　生活安全安心
課）

県
市町村
ＮＰＯ等

ＮＰＯ活動に関する各種相談、活動支援、情報提供

電話、来所等年間対応件数（県全体）（累計）

6,000件 6,000件（12,000件） 6,000件（18,000件）

【施策】
１－（６）－ア－②
１－（６）－ア－③

地域課題の解決に取り組む住民主体の活動の促進
地域づくりに係る取組の効果的発信及び情報の共有

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

ボランティアコーディネーター
の養成
(生活福祉部　福祉政策課）

県社会福祉
協議会

地域づくり等を支えるボランティアコーディネーター等の支援及び育
成

ボランティアコーディネーターの支援及び育成

支援及び育成
支援及び育成
検定試験の実施

支援及び育成

地域おこし協力隊等への研修
支援
（企画部　地域・離島課）

県
市町村

地域づくり団
体等

地域づくりに関連する施策の普及啓発及び地域づくり団体、地域お
こし協力隊等を対象とした研修会等の開催

研修開催件数（県全体）（累計）

４回 ４回（８回） ４回（12回）

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

【施策】 １－（６）－ア－① 地域おこし協力隊制度等の普及・啓発
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基本施策１－（６）多様な主体の参画と連携による共助・共創の地域づくり

地域づくり、地域の活性化に取
り組んだ団体の表彰
（企画部　地域・離島課）

県

沖縄県地域づくり団体表彰の実施

沖縄県地域づくり団体表彰団体数（県全体）

- ５団体 -

地域づくりに関する情報発信
（企画部　地域・離島課）

県
県地域振興

協会

WAO41及び沖縄県地域おこし協力隊関係SNS（Facebook、
Instagram等）、沖縄県HPによる情報発信

情報発信回数（県全体）（累計）

24回 24回（48回） 24回（72回）

ＮＰＯ等との協働の取組に係る
情報発信
（生活福祉部　生活安全安心
課）

県
ＮＰＯ等

多様な連携と協働の取組を促進するための講演会、研修会等の開
催

参加者数（県全体）（累計）

25人 25人（50人） 25人（75人）

ＮＰＯ法人に対する活動基盤
整備支援
（生活福祉部　生活安全安心
課）

県
ＮＰＯ法人

NPO法人等非営利団体を対象とした活動基盤強化のための個別相
談事業の実施

個別相談申込団体数（離島）（累計）

３団体 ３団体（６団体） ３団体（９団体）
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基本施策１－（７）移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進

課題

施策展開の方向性

基本施策の体系

【基本施策】

【施策項目】

基本施策

１－（７） 移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進

・県内有人離島の多くが直面している人口減少や高齢化の進行等に伴う厳しい現実と課題を踏まえ、
「移住」、「定住」、「交流」の促進のほか、様々な「関係人口」創出への取組を強化し、新しい地域づくり
を推進することが求められる。

・大幅な人口増加を見込むことが困難な離島地域においては、地域への思いや各種のスキル・知見等
を有する外部人材の活用が重要であり、オンラインを含む多様な交流の拡大を念頭に、地域社会の存
続に寄与する取組を戦略的に推進することが重要である。

・「移住」、「定住」、「交流」の促進のほか、様々な「関係人口」創出への取組を強化し、地域への思いや
各種スキル・知見等を有する外部人材の活用を含め、地域の活力を維持しながら、人口の減少傾向や
少子高齢化等に伴う様々な課題への的確かつ最善の対応を図る。

・持続可能な地域づくりに向けた移住促進を図るため、移住相談会の開催や移住応援サイトの運用な
ど、離島地域への移住活動が円滑に行える環境づくりに取り組む。また、離島が必要とする人材に
フォーカスしたターゲット型の移住促進策を推進する。

・関係人口に係る各種の動向を把握するとともに、オンライン交流を含む離島訪問及び交流の拡大、テ
レワークやワーケーションの離島での推進、島の活性化や地域の課題解決等に意欲を持つ外部人材
を対象とした地域づくりに関わる機会の提供、地域とのマッチング、協働及び実践活動等、新たな関係
人口の発掘及び創出を意図した取組を促進する。

・「企業版ふるさと納税」や「クラウドファンディング」等を含め、離島を結節点として新たな関係性の構築
を図るとともに、地域課題の解決に向けた取組や社会貢献を積極的に促進する。

・島外の小学生、中学生、高校生等に豊かな自然環境や文化・伝統等に恵まれた離島での暮らしや勉
学、心豊かな成長の機会を提供する「離島留学」については、地域の取組を積極的に支援し、島への深
い愛着を持つ層を広く育成するとともに、離島留学への参加者が、島々の活性化や新しい地域づくりに
取り組む新たな担い手として連携が図れるよう、関係を維持していくための取組を検討する。

１－（７）　移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進

ア　UJIターンによる移住促進

イ　離島を核とする交流の活性化と定住・関係人口の創出に向けた取組

ウ　離島留学の推進
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基本施策１－（７）移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進

協働が期待される主体と役割

 成果指標（初期アウトカム）

：

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

１－（７）－ア　UJIターンによる移住促進

189件
（R３年度）

27件
（R２年度）

40件
（離島）

45件
（離島）

県民

事業者、関係団体

・ワーケーション受入プログラムの造成やコーディネート等の推進
・移住者希望者と地域を繋ぐ役割の推進
・ボラケーションツアープログラムの造成・開発等の推進
・離島ツアーにおける県外観光客の受入に向けた人材育成
・各離島における体験型商品のブランド化促進・認知拡大等の取組
・県内外に離島の魅力を伝える観光商品等の開発・改善等の推進
・地域の子どもたちや高齢者を見守る意識の向上

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

①　県内移住情報の発信

②　中間支援組織の育成などによる受入体制の強化

③　ターゲット型移住促進による人材の確保

協働主体名

成果指標名 移住相談件数

・市町村過疎計画等に基づく移住促進関連施策の推進
・空き家利活用に向けた具体的な取組の推進
・離島におけるテレワーク、ワーケション施設整備の推進

【施策項目】
　１－（７）－ア

UJIターンによる移住促進

・離島におけるテレワーク、ワーケション施設の積極的な利用
・地域の子どもたちの交流・体験活動実施等への参画、協力
・地域の子どもたちや高齢者を見守る意識の向上

期待される役割

市町村
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基本施策１－（７）移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

移住促進関連施策に取り組む
離島町村等の行政体制整備
（企画部　市町村課）

県
市町村

職員不足等により移住促進関連施策に取り組むことが困難な離島
町村等の行政体制整備

人材確保及び業務効率化に関する支援

実施 実施 実施

空き家の適切な管理（離島）
（土木建築部　住宅課）
【再掲】

県
市町村

空き家の適切な管理の促進

県内市町村（離島）における空き家対策計画の策定率

47.3% 53.3% 60.0%

過疎地域における持続的発展
施策の総合調整及び推進
（企画部　地域・離島課）

県
市町村

過疎市町村が過疎対策に取り組むために必要な計画の策定や変
更、財源としての過疎債の手続き等、市町村事業の推進に必要な
支援

市町村過疎計画・過疎債・過疎交付金に係る支援件数（県全体）（累
計）

50件 50件（100件） 50件（150件）

沖縄県移住受入協議会の開催
（企画部　地域・離島課）
【再掲】

県
市町村

離島過疎地域における空き家活用等の優良事例などの共有

沖縄県移住受入協議会開催数（県全体）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

中間支援組織の育成支援
（企画部　地域・離島課）

県
市町村

民間団体等

地域と移住希望者の仲介役を担う中間支援組織の育成の支援

中間支援組織の育成数（県全体）（内訳）

２団体 ２団体（継続２団体） ２団体（継続２団体）

地域おこし協力隊等への研修
支援
（企画部　地域・離島課）
【再掲】

県
市町村

地域づくり団
体等

地域づくりに関連する施策の普及啓発及び地域づくり団体、地域お
こし協力隊等を対象とした研修会等の開催

研修開催件数（県全体）（累計）

４回 ４回（８回） ４回（12回）

移住応援サイトの運用
（企画部　地域・離島課）

県
市町村

民間団体等

移住相談会の開催や移住WEBサイト等の運用による県内移住情報
の発信

移住WEBサイトアクセス数（県全体）（累計）

190,000件
200,000件（390,000
件）

210,000件（600,000
件）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

主な取組
（アクティビティ）

【施策】
１－（７）－ア－①
１－（７）－ア－②
１－（７）－ア－③

県内移住情報の発信
中間支援組織の育成などによる受入体制の強化
ターゲット型移住促進による人材の確保
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基本施策１－（７）移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進

 成果指標（初期アウトカム）

：

：

：

68,372千円
（R３年度）

500,000千円
（離島）

成果指標名
離島地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設の利用者数及び
登録されているテレワーカーの売上高

－
619人

（R３年度）
14,419人 26,419人

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

－

テレワーク・ワーケーション
推進施設の利用者数

1,951人

登録されているテレワー
カーの売上高
27,668千円
（R３年度）

テレワーク・ワーケーション
推進施設の利用者数

19,702人

登録されているテレワー
カーの売上高
48,000千円

テレワーク・ワーケーション
推進施設の利用者数

19,702人

登録されているテレワーカーの
売上高

54,000千円

500,000千円
（離島）

成果指標名 企業版ふるさと納税寄附額

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

離島町村等の連携体制の構築
（企画部　市町村課）

県
市町村

離島町村等の行政体制整備に関する課題解決や支援策を検討す
るための連絡会議の開催

連絡会議の開催数（離島）（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

【施策項目】
　１－（７）－イ

離島を核とする交流の活性化と定住・関係人口の創出に向けた取組

成果指標名 本島及び離島から離島への派遣やオンラインで交流する児童数（累計）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

131,792千円
（R３年度）
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基本施策１－（７）移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進

施策項目の体系

【施策項目】

【施策】

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

グリーン・ツーリズムの推進
（農林水産部　村づくり計画課）

県

農山漁村と都市との交流を促進するためのグリーン・ツーリズム実
践者の支援・育成等

グリーン・ツーリズムインストラクター養成数（県全体）（累計）

20人 20人（40人） 20人（60人）

離島地域における旅館業税制
特例措置の利用促進
（企画部　地域・離島課）

県

離島地域における旅館業税制特例措置の周知、広報活動

特例措置に関する説明会、周知等の実施回数（累計）

10回（10回） 10回（20回） 10回（30回）

離島観光活性化促進事業（各
種プロモーションの実施）
（文化観光スポーツ部　観光振
興課）

県

各種プロモーションの実施

沖縄離島専門観光情報サイト「沖縄しまさんぽ（WEB、SNS）」におけ
る閲覧及び表示等回数（累計）

3,500,000回
3,500,000回
（7,000,000回）

3,500,000回
（10,500,000回）

離島観光活性化促進事業（主
要離島観光協会によるプロ
モーションの実施）
（文化観光スポーツ部　観光振
興課）

県

主要離島観光協会によるプロモーションの実施

プロモーション実施数（累計）

宮古５件、
八重山５件、
久米島５件

宮古５件（10件）、
八重山５件（10件）、
久米島５件（10件）

宮古５件（15件）、
八重山５件（15件）、
久米島５件（15件）

１－（７）－イ－① オンライン交流を含む離島訪問及び交流拡大への取組

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

①　オンライン交流を含む離島訪問及び交流拡大への取組

②　離島におけるテレワーク、ワーケーションの推進

③　離島地域の活性化や地域課題の解決等に意欲を持つ人材に対する地域との
     マッチング支援

④　「企業版ふるさと納税」等を契機とする関係性構築の促進

【施策】

１－（７）－イ　離島を核とする交流の活性化と定住・関係人口の創出に向けた取組
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基本施策１－（７）移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

離島とのつながり促進事業
（企画部　地域・離島課）
【再掲】

県

離島地域の現状や課題等を学び・体験・交流するモニターツアーの
造成支援

モニターツアーの造成数（離島）（累計）

80件 80件（160件） 80件（240件）

【施策】 １－（７）－イ－③
離島地域の活性化や地域課題の解決等に意欲を持つ人材に
対する地域とのマッチング支援

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

離島テレワーク拠点整備支援
事業
（企画部　地域・離島課）

県
民間事業者

離島におけるテレワークの拠点の環境整備及びテレワークの推進

離島におけるテレワークの拠点の環境整備数（離島）（累計）

２か所 １か所（３か所） １か所（４か所）

コワーキングスペースの設置
（企画部　地域・離島課）

県
市町村

国の支援メニュー等の市町村へ情報提供

コワーキングスペースの設置支援の周知回数（離島）（累計）

５回 ５回（10回） ５回（15回）

【施策】 １－（７）－イ－② 離島におけるテレワーク、ワーケーションの推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

離島とのつながり促進事業
（企画部　地域・離島課）

県

離島地域の現状や課題等を学び・体験・交流するモニターツアーの
造成支援

モニターツアーの造成数（離島）（累計）

80件 80件（160件） 80件（240件）

離島観光活性化促進事業（国
内線チャーター便支援）
（文化観光スポーツ部　観光振
興課）

県

国内線チャーター便支援

チャーター便支援便数（累計）

20便 20便（40便） 20便（60便）
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基本施策１－（７）移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 成果指標（初期アウトカム）

：

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

R９

離島留学についての情報発信
（企画部　地域・離島課）

県
市町村
団体等

市町村等と連携した情報発信

市町村等と連携した情報発信件数（内訳）

４件 ４件（継続４件） ４件（継続４件）

【施策項目】
　１－（７）－ウ

離島留学の推進

成果指標名 離島留学に取り組んでいる市町村数

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

「企業版ふるさと納税」に係る
地域再生計画の認定を受けた
離島市町村数
（企画部　地域・離島課）

市町村

企業から「企業版ふるさと納税」による寄附を受けるにあたり、必要
となる地域再生計画の策定に必要な支援

地域再生計画を策定した離島市町村数（離島）

13市町村
※一部離島の市町村
を除く

14市町村
※一部離島の市町村
を除く

15市町村
※一部離島の市町村
を除く

【施策】 １－（７）－イ－④ 「企業版ふるさと納税」等を契機とする関係性構築の促進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R７ R８ R９

－
４市町村

（R３年度）
５市町村
（離島）

６市町村
（離島）

沖縄県の現状
（基準値）
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